


序　　　　　文

　「モンゴル国母と子の健康プロジェクト」は、モンゴル国における我が国初の保健医療分野の

技術協力プロジェクトとして、プライマリ・ヘルス・ケアの観点からヨード欠乏症（IDD）の制

圧及び予防接種拡大計画（EPI）の自立運営を支援するために、1997年10月から５年間にわたり

技術協力が開始されました。

　今般、国際協力事業団は、討議議事録（R/D）に基づく本件実施に係る協力期間が2002年９月

30日をもって終了するのに先立ち、これまでの協力内容等の確認を行い、本プロジェクトにおけ

る協力への提言及び協力の継続性を検討するために当事業団医療協力部長 藤崎 清道を団長とし

て終了時評価調査団を 2002 年６月１日から６月 19日までの日程で、派遣しました。

　本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査にご協力を賜りま

した関係各位に深甚なる謝意を表します。

平成 14年７月

国際協力事業団

理事　隅田　栄亮















略語一覧

AFP Acute Flaccid Paralysis 急性弛緩性麻痺

AIDS Acquired Immunodeficiency Syndrome 後天性免疫不全症候群

BCG Bacillus Calmette-Guérin BCGワクチン

C/P Counterpart カウンターパート

CRS Congenital Rubella Syndrome 先天性風疹症候群

DOTS Directly Observed Treatment, Short-course （結核対策の）短期直接治療

コース

DPT Diphtheria and Tetanus Toxoids and Pertussia Vaccine ジフテリア・破傷風・百日咳の

３種混合ワクチン

EPI Expanded Programme on Immunization 予防接種拡大計画

GAVI Global Alliance for Vaccines and Immunization

HC Health Center ヘルス・センター

IDD Iodine Deficiency Disorders ヨード欠乏症

IEC Information, Education and Communication 情報・教育・対話

IMR Infant Mortality Rate 乳児死亡率

JCC Joint Coordination Committee ジョイント・コーディネー

ション・コミティ

JFY (FY) Japanese Fiscal Year 予算年度（日本）

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力事業団

KAP "Knowledge, Attitude and Practice" 知識・態度と行動

M/M Minutes of Meeting 会議議事録

MCH Maternal and Child Health 母子保健

MOFA Ministry of Food and Agriculture 農業食糧省

MOH（MOHSW）Ministry of Health（Social and Welfare） 保健省（旧厚生省）

NCCD National Center for Communicable Disease 国立感染症研究所

NID National Immunization Day 国家予防接種デー

NIID National Institute of Infectious Diseases （旧）国立感染症研究所

O/M Operation and Maintenance 維持管理

（操作・修繕を含めての）

OPV Oral Polio Vaccine 経口ポリオワクチン



PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マ

ネージメント

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス

PDMe Project Design Matrix for Evaluation 評価用プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス

PHC Primary Health Care プライマリ・ヘルス・ケア

PHI Public Health Institute 国立公衆衛生研究所

R/D Record of Discussions 討議議事録

STD Sexually Transmitted Diseases 性感染症

TB Tuberculosis 結核

TCP Technical Cooperation Programme 技術協力プログラム

TSH Thyroid Stimulating Hormone 血中甲状腺刺激ホルモン

TSI Tentative Schedule of Implementation 技術協力スケジュール案

UIE Urine Iodine Excretion 尿中ヨード排泄量

UNICEF United Nations Children's Fund 国際連合児童基金

WHO World Health Organization 世界保健機関

WPRO Western Pacific Region of WHO WHO西太平洋地域委員会
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評価調査結果要約表

案件概要

国　　名：モンゴル国

分　　野：保健医療

所管部署：医療協力部

協力期間

案件名：母と子の健康プロジェクト

援助形態：プロジェクト方式技術協力

協力金額（無償資金協力のみ）：―

先方関係機関：保健社会福祉省

我が方協力機関：千葉県健康福祉部、千葉

県血清研究所、東邦大

学、国際医療福祉大学

他の関連協力：

（R/D）

　1997年 10月１日

　～2002年９月30日

協力の背景と経緯

　モンゴルにおいては、1960年代初頭より予防接種拡大計画（EPI）が開始され、現在

まで国際機関等の援助によるワクチンの調達で高い接種率を確保しており、今後はワク

チンの確保を含め、EPIの自立運営に向けての支援が必要となっている。一方、同国に

おけるヨード欠乏症（IDD）は深刻な健康問題であり、1992年の保健社会福祉省／国際

連合児童基金（UNICEF）の全国甲状腺腫調査によると、首都ウランバートルの学童及

び妊娠可能年齢女性におけるIDDによる甲状腺肥大は40％を超えており、またIDDに

よるものと思われる子供の知能の発達障害や死産も多くみられ、ヨード塩の普及などに

よる対策が急がれている。

　このような状況のなか、同国政府は1990年９月に国際連合が開催した「子供のため

の世界サミット」に参加、1993年５月には「モンゴルにおける子供の発達のための国

内行動計画」を取りまとめ、近年同計画に盛り込まれているEPI及びIDD対策を政府の

強い指導のもとで積極的に推進している。

　かかる背景のもと、同国政府は本計画の一環として、特に母と子の健康、プライマ

リ・ヘルス・ケア（PHC）の観点からIDDを削減し、EPIの自立運営を達成すべく、1996

年７月、我が国に対し、IDD対策及びEPIに係るプロジェクト方式技術協力を要請した。
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案件概要

協力内容

【EPI】

（上位目標）

　モンゴルの母と子の健康が向上する

（プロジェクト目標）

　モンゴル国のEPI対象疾患の予防システムが強化される

（成果）

　●ソム（町）・バグ（村）レベルでの予防接種率が向上する

　●EPI対象疾患に関するサーベイランス・システムが向上する

　●コールドチェーン・ロジスティックスが向上する

　●医療従事者のEPIに関する技術が向上する

　●EPIに関するモンゴル国民の意識・知識が向上する

（投入）（評価時点）

　日本側：（IDD分を含むプロジェクト全体における日本側の投入）

　長期専門家派遣 延べ ６名 機材供与 1,065億円

　短期専門家派遣 延べ23名 ローカルコスト負担  7,030万 5,000円

　研修員受入れ 13名

相手側：

　カウンターパート（C/P）の配置 延べ31名

　ローカルコストの負担 112万 2,606 USドル

　（１USドル＝130円の場合約１億5,000万円）

　土地・施設提供その他 ：保健省（MOH）プロジェクト事務所・国立感染症研究所

（NCCD）事務所

【IDD】

（上位目標）

　モンゴルの母と子の健康が向上する

（プロジェクト目標）

　IDDが制圧される

（成果）

　● IDD制圧のためのモニタリングシステムが確立される

　●プロジェクトサイトの製塩工場が適正なヨード添加塩を製造する

　●プロジェクトサイトでヨード化塩が普及する

　●国民のヨード添加塩使用の重要性に関する知識・態度と行動（KAP）が増加する

（投入）（評価時点）

　日本側：EPIの投入を参照

相手側：

　C/Pの配置 延べ10名

　ローカルコストの負担 5,194万 1,429トゥグリグ（Tg）

　（１USドル＝130円の場合約４億3,000万円）

　土地・施設提供　MOHプロジェクト事務所・国立公衆衛生研究所（PHI）事務所
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調査者

１． 評価の目的

　1997年10月１日のプロジェクト開始から協力期間の終了を目前にプロジェクト目標達成段階に

あることから、両国評価チームによる合同評価を行う。プロジェクトの活動実績、運営・管理状

況、C/Pへの技術移転状況などについて当初計画に照らした目標達成度を考慮してモンゴル政府と

協議するとともに、教訓及び提言を導き出し、今後の協力のあり方や実施方法の改善に資する。

担当分野

団長／総括

IDD分野

EPI分野

評価分析

協力企画

氏　名

藤崎　清道

山田　智恵里

吉田　弘

並木　啓子

竹内　清佳

職　位

国際協力事業団　医療協力部長

弘前大学　医学部　保健学科教授

国立感染症研究所　ウィルス第二部

システム科学コンサルタンツ株式会社

国際協力事業団　医療協力部　医療協力第一課

調査期間 2002年６月１日～６月19日 評価種類：終了時評価

２．評価結果の要約

　２－１　EPI

（１）計画の妥当性

　本プロジェクト目標は「モンゴルにおける子供の発達のための国内行動計画」に沿ったも

のであり、その計画内容、研究手法は国際機関（世界保健機関（WHO）、UNICEF等）との協

調による国際基準に準拠して適切に策定されている。

（２）有効性

　当初設定された目標は、広大であり、中間調査（運営指導調査）においても軌道修正が困

難であった。したがって、当初の設定目標に対する達成度ではなく、焦点を絞った実際の活

動成果に準じた目標「EPI対象の感染症の予防システムが強化される」にかんがみ、WHO標

準に基づく基礎的技術はC/Pに移転されたと判断する。

（３）効率性

　日本側による機材供与、C/P研修は、計画どおり適切な時期に実施された。また、モンゴル

側からは活動に必要な施設提供も実施された。しかしながら、後半になって日本側から長期

専門家の投入が実施されず、短期専門家による活動が継続的に実施されなかったこと、また、

モンゴル側の投入も人材が限られているためにC/Pは他国際機関と業務を掛け持ちせねばなら

ず、活動が限られた。ただし、投入された予算・機材・要員分についての活動は効率よく活

用され、一定の成果に結びついた。

（４）インパクト

　中央で実施された技術移転が地方へ転換されることとなった。

（５）自立発展性

　本プロジェクトにより、コールドチェーン、診断ラボの基礎整備がなされ、またEPI普及活

動の実施によって予防接種率は95％にまで向上した。精度向上の必要性があるものの、2001
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年に制定された予防接種新法のなかで予防接種基金が設立され、継続的にワクチン調達がで

きれば、予防接種率を維持することは可能と判断する。

（６）結　論

　EPIの活動は半恒久的に継続される必要がある性格を有しており、プロジェクトの枠内に焦

点を絞った活動が難しいことから、いい活動をしたにもかかわらず、その成功を十分に評価

できない。また、モンゴル側の自国予算でEPI事業をカバーすることは見込めず、モンゴル側

が自立発展性をもって継続できるような技術協力するには困難なプロジェクトであった。

　２－２　IDD

（１）計画の妥当性

　本プロジェクト目標は「モンゴルにおける子供の発達のための国内行動計画」に沿ったも

のであり、その計画内容、研究手法は国際機関（WHO、UNICEF等）との協調による国際基

準に準拠して、適切に策定されている。

（２）有効性

　当初計画の全国展開は困難ではあったが、実質活動した対象地域に関しては、ヨード化塩

製造、IDDラボの設立、啓発活動等充足しており、期待どおりの効果は得られた。ただし、ヨー

ド化塩製造の管轄が保健省より食糧農業省に移管したこと、中間期の政権交代によってC/Pが

新しくなったなど、前提条件の変更は目標達成度を低くする阻害要因であった。

（３）効率性

　日本側投入はほぼ討議議事録（R/D）どおり実施された。また、モンゴル側も、同様に一定

水準の投入がなされたが、C/Pが他機関のC/Pを兼務するため、時間の制約が発生し、財政難、

政権交代等の余波もあって施設設備の不備があるなど、プロジェクトの進行を阻害する要因

もみられた。包括的には、投入された予算・機材・要員についての活動は効率よく活用され、

一定の成果に結びついた。

（４）インパクト

　全国的に甲状腺腫が40％から20％台に低下し、ヨード化塩啓発普及活動は親・教師・学童

対象に展開して、認知度は95％に達した。都市部でのヨード化塩普及率は80％と向上してい

る。一方、地方においては、認識しながらも経済的理由によりヨード化塩を購入するまでに

は至らない現実もあり、普及率は低迷している。

（５）自立発展性

　本プロジェクトにより、IDDラボの自立の目途も立った。地方への展開も時間は要するが

可能な兆しはある。
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（６）結　論

　IDD制圧プログラムは広大な国土と脆弱なインフラ整備のなかで、全国展開するには５年

間の協力期間は短く、焦点を絞って協力活動を展開すべきであった。一方で、実施内容はEPI

に比較して煩雑でないことから、モンゴル側が自立発展性をもって継続できる可能性はやや

高い。

３．効果発現に貢献した要因

（１）我が国に起因する要因

　専門家による既存の高額な検査方法ではなく、モンゴルが自立可能な用手法を柔軟に導入す

るなど、臨機応変に対応した。また、制度の異なる国際機関との調整を図り、援助の重複を避

け、効率的に活動した。

（２）相手国に起因する要因

　保健省をC/Pとする最初のプロジェクト方式技術協力（プロ技）であったため、プロ技に対す

る理解は困難であったが、各関係諸機関と協調して本プロジェクトを推進し、地方における活

動の展開には前向きであった。

４．問題点及び問題を惹起した要因

（１）我が国に起因する要因

　当初の案件形成の目標設定が高く、途中修正が適切になされなかったため、目標が高いまま、

プロジェクトが進行していった。プロジェクト・デザインを実現可能なレベルに変更し、具体

的に設定する必要があったと考えられる。また、EPIとIDDがカップリングしたプロジェクトで

あったため、長期専門家が専門外分野をもカバーするといった負荷により、活動が抑止された

面も伺える。

（２）相手国に起因する要因

　他機関とのC/Pの掛け持ちによって、他機関に牽引される側面があったため、技術移転が困難

となった。政権変更に伴う人事異動により、新規担当者はプロ技への理解も十分でないことか

ら、自主性・自立発展性が乏しく、本来モンゴル側が提供すべき事項が専門家の負担となって

いった。

５．提言と教訓

（１）提　言

・EPIについて、ワクチン供給に関してモンゴル保健省は自らワクチンファンドを創設したり、

国際機関と連携したりワクチン協力を継続的に確保する必要がある。また、コールドチェー

ンのメンテナンス体制の確立や活動のための財源の確保が必要である。

・IDDについて、モンゴル保健省の栄養プログラム担当官によるマネジメント強化が必要であ

る。また、モンゴル政府による IDD活動のための予算を確保することが急務である。



－ 6－

（２）教　訓

　案件形成時から、達成可能な目標の設定と、ある程度確約された要員（専門家及びC/P）の確保・

リクルート手法が重要である。

　同時に、先方の財政難、人材不足は常に想定すべき事項であるため、現実に沿った可能な計画策

定が望まれる。

　また、中間評価における方向修正も最終アウトプットを左右することから、時には抜本的な改革

も実施されることを期待する。
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総　　　　　括

　予防接種拡大計画（EPI）とヨード欠乏症（IDD）という異なった事業を１つのプロジェクトに

統合した「モンゴル国母と子の健康プロジェクト」は、いくつかの問題点を指摘されながらも大

きな成果を確認したミニッツに署名が行われ、無事終了時評価調査を終えることができた。

　モンゴル保健省は、大臣を筆頭に調査期間中を通じて本プロジェクトの継続を強く要請したが、

我が国はプロジェクトの目標がおおむね達成できているので、当初計画どおり終了する旨を明言

し、最終的に納得を得たうえで将来の協力を展望した建設的なミニッツを作成することができた。

　また、ミニッツのAttached Documentの“4.Collaboration of Multilateral and Bilateral Agencies"

において本プロジェクトが世界保健機関（WHO）、国際連合児童基金（UNICEF）の推進するマ

ルチ・プログラムと密接に連携して進められてきたことが明記され、両機関のモンゴル事務所長

がWitnessとしてサインし、その内容を確認するとともに、本プロジェクト終了後も国際機関と

して引き続きモンゴルを支援することを確約するというユニークな形態をとることに成功した。

　本プロジェクトを俯瞰的にみるならば、

①２つの異なる事業を１つのプロジェクトとしたという構成上の問題。

②プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）が開始時・中間評価の時点で十分に精緻化

されなかったという計画策定上の問題。

③ EPI の長期専門家を派遣できなかったという人材確保上の問題。

④保健医療分野の初めての技術協力プロジェクトのため、モンゴル側の日本型技術協力の理解

が不十分であった。

⑤カウンターパート（C/P）の不適切な配置（保健省レベル）により事業が円滑に実施されな

い。

　など、以上のような多くの困難を伴ったものであった。

　しかしながら、上述したように結果としてモンゴル側より高い評価と今後の日本との協力に対

する強い要望が出されたのは、長期・短期専門家の多大な努力と機材供与・医療特別機材供与及

び研修生受入れにより、以下のような進展があったからと考えられる。

⑥ EPI、IDD ともに目に見える数多くの具体的な成果があげられたこと。

⑦日本型の技術協力の特質とその長所が理解されたこと。

⑧EPI、IDDともにモンゴルにとって重要な対策であり、行政能力が十分ではないにしても基

本的なオーナーシップが存在していたこと。

⑨事業実施にあたってのC/P（国立感染症センター、国立公衆衛生院、モデル地区のウブルハ

ンガイ県の担当者等）の熱心な取り組みがあったこと。

　モンゴル側の主体的条件も⑥、⑦に寄与したと考えられる。総じて相互交流・信頼が広い範囲
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で醸成されており、我が国の技術協力の主要な目的も達成されていた。

　本プロジェクトは2002年９月31日で終了するが、モンゴル保健省、WHO、UNICEFとも早い

時期に何らかの分野での日本との保健医療協力の再開を希望しており、３者でよく協議したうえ

で要望をあげたいとの申し入れがあった。

　日本側も、新たなプロジェクト開始にあたっては、検討・準備に十分に時間をかけ、モンゴル

側に我が国のスキームの理解を求め、要求すべきことは強く要求し、両国ともに本報告書に記さ

れたこれまでの教訓を踏まえ、効率的・効果的な協力を実施していくことが望まれる。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１  調査団派遣背景と目的

　モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）においては、1960年代初頭より予防接種拡大計画（EPI）

が開始され、現在まで国際機関などの援助によるワクチンの調達で高い接種率を確保してきた。

今後はワクチンの確保を含め、EPI の自立運営に向けての支援が必要となっている。

　一方、モンゴルにおけるヨ一ド欠乏症（IDD）は深刻な健康問題であり、保健省（MOH）／国

際連合児童基金（UNICEF）の全国甲状腺腫調査（1992年）によると、首都ウランバートルの学

童及び妊娠可能年齢女性において IDDによる甲状腺肥大は 40％を超えており、また IDDによる

子供の知能の発達障害や死産も多くみられ、ヨード塩の普及などによる対策が急がれている。

　このような状況のなか、モンゴル政府は 1990 年９月に国連が開催した「子供のための世界サ

ミット」に参加し、1993年５月には「モンゴルにおける子供の発達のための国内行動計画」を取

りまとめ、近年、同計画に盛り込まれているEPI及びIDD対策を政府の強い指導のもとで積極的

に推進している。このための技術協力（プロジェクト方式技術協力）を我が国に対し要請してき

た。我が国はそれを受けて、母と子の健康を増進するためにEPIの自立運営の支援及びIDD撲滅

を目的とするプロジェクト方式技術協力（プロ技）を 1997 年 10 月１日に開始した。

　現在は長期専門家２名及び短期専門家３名が派遣されており、主な協力活動内容は下記のとお

りである。

（１）IDD 対策

① IDD の実験室診断機材の整備・スタッフの育成

②ヨード塩製造機の設置・スタッフの訓練

③製塩工場・小売業者への指導

④啓発の推進

⑤疫学調査・スタッフの強化

（２）EPI

①疫学調査・EPI 対象疾病の実験室診断機材の整備・スタッフの育成

②コールドチェーン・システムの整備・スタッフの訓練

③啓発の推進

　プロジェクトが2002年９月30日をもって終了する予定であるため、今回の終了時評価調査に

おいては、プロジェクトの進捗状況を把握し、これまでのプロジェクト活動実績、目標達成度に

ついて評価し、終了時までの対応方針等についての提言等を行うことを目的とする。
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１－２　調査団の構成

１－３　調査日程

2002 年６月１日～６月 19 日

　　

▼ ▼

担　当 氏　名 所　　属

団長／総括 藤崎　清道 国際協力事業団　医療協力部長

IDD分野　 山田　智恵里 弘前大学　医学部　保健学科教授

EPI分野 吉田　弘 国立感染症研究所　ウィルス第二部

評価分析 並木　啓子 システム科学コンサルタンツ株式会社

協力企画 竹内　清佳 国際協力事業団　医療協力部　医療協力第一課

日順 月　日 曜日 担当者 移動及び業務

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

６月 １日

６月 ２日

６月 ３日

６月 ４日

６月 ５日

６月 ６日

６月 ７日

６月 ８日

６月 ９日

６月10日

６月11日

６月12日

６月13日

６月14日

６月15日

並木団員のみ出国（成田→ウランバートル）

プロジェクト専門家との打合せ

AM　JICAモンゴル事務所との打合せ

PM　保健省（EPI）へのインタビュー調査

AM　EPI関係者へのインタビュー調査、

PM　結果取りまとめ・分析

AM　IDD関係者へのインタビュー調査

PM　結果取りまとめ・分析

AM　移動（ウランバートル→ウブルハンガイ）

AM　EPI・IDD関係者へのインタビュー調査

PM　結果取りまとめ・分析

AM　移動（ウブルハンガイ→ウランバートル）

調査結果取りまとめ、ワークショップの準備

評価報告書案作成、ワークショップの準備（並木

団員）

官団員出国（成田→ウランバートル）

AM　JICAモンゴル事務所、プロジェクトと打合

せ

PM　大使館表敬、WHO、UNICEFと協議

AM　保健省表敬

PM　IDD分野ワークショップ

AM　EPI分野ワークショップ

PM　EPI分野ワークショップ

AM　合同調整委員会の開催

PM　合同調整委員会の開催

ミニッツ最終版の作成

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

並木　

　　藤崎・山田

　　吉田・竹内
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１－４　主要面談者

（１）モンゴル側関係者

１）モンゴル保健省

Dr. NYAMDAWA Minister, Ministry of Health（MOH）

Dr. UDVAL Vice Minister, MOH

Dr. SODNOMPIL State Secretary, MOH

Dr. ERKHEMBAATAR Director, Division of Policy Implementation

Dr. NARANGEREL National EPI Manager, MOH

Dr. BATTUMUR National IDD Manager, MOH

Dr. Densmaa BAT-OCHIR General Director, National Center for Communicable Disease, MOH

Dr. L. NARANTUYA General Director, Public Health Institute, MOH

２）UNICEF モンゴル事務所

Mr. Richard PRADO UNICEF モンゴル事務所代表

Dr. TUYA Project Officer、UNICEF モンゴル事務所

Dr. Kang YUNJONG Project Officer、UNICEF モンゴル事務所

３）WHO モンゴル事務所

Mr. Rober J. HAGAN WHO モンゴル事務所代表

Dr. MENDSAIKHAN Medical Officer（EPI）、WHO モンゴル事務所

Dr. TANAKA Hiroko EPI Program Officer, West Pacific Regional Office, WHO

（２）日本側関係者

１）在モンゴル日本大使館

當田　達夫 特命全権大使

染谷　一弘 二等書記官

▼▼

資料整理（調査団報告書の作成）

AM　ミニッツ最終案の確認、ミニッツの署名・交

換

AM　在モンゴル日本大使館への報告

PM　JICAモンゴル事務所への報告、打合せ

AM　帰　国

日順 月　日 曜日 担当者 移動及び業務

並木

　　藤崎・山田

　　吉田・竹内

日

月

火

水

６月16日

６月17日

６月18日

６月19日

16

17

18

19
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２）JICA モンゴル事務所

松本　賢二 所　長

山田　暁 所　員

原口　明久 企画調査員

３）母との健康プロジェクト

加藤　辰三 チーフ・アドバイザー

和泉　聡子 業務調整員

秋山　佳子 IDD 長期専門家

蜂矢　正彦 EPI アドバイザー短期専門家

１－５　プロジェクトの概要

（１）上位目標

　モンゴルの母と子の健康が向上する

（２）プロジェクト目標

　EPI ：EPI 対象疾患の予防システムが強化される

　IDD：IDD が制圧される

（３）成　果

EPI：

１）ソム（町）・バグ（村）レベルでの予防接種率が向上する

２）EPI 対象疾患に関するサーベイランス・システムが向上する

３）コールドチェーン・ロジスティックスが向上する

４）医療従事者の EPI に関する技術が向上する

５）EPI に関するモンゴル国民の意識・知識が向上する

IDD：

１）IDD 制圧のためのモニタリング・システムが確立する

２）プロジェクトサイトの製塩工場における適正なヨード添加塩を製造する

３）プロジェクトサイトにおけるヨード化塩が普及する

４）国民のヨード添加塩使用の重要性に関する知識・態度と行動（KAP）が増加する

（４）活動

 　付属資料３．評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）を参照。
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第２章　終了時評価の方法

２－１  評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）　

（１）PDM0　→　PDM1

　1997年8月の「母と子の健康プロジェクト実施協議調査団」派遣にあたり、討議議事録（R/D）

において最初のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM0）が計画された。1999 年 8 月に

「巡回指導調査団」が派遣された際、第１回合同調整委員会において、予防接種拡大計画（EPI）

の PDM0 は PDM1 へ以下の点を修正した。

　EPI のプロジェクト目標 を「To achieve self-reliance in EPI（EPI の信頼性を高める）」から

●「To increase immunization coverage up to 95％（予防接種率を 95％まで向上させる）」

●「To decrease mobility in EPI targeted diseases（EPI 対象疾患の罹患率を減少させる）」

●「To increase self-sufficiency in prevention for EPI（EPI の予防における自己満足度を向上さ

せる）」

の３項目に修正した。

　成果４ 「Monitoring and evaluation system is established（モニタリングシステムを設立する）」

が追加された。

　活動はすべて見直され、

●「1a. Nationwide epidemiological research（全国的な疫学調査を実施する）」

●「1b. Strengthening the diagnostic reliability（診断能力を強化する）」

●「2 . Setting up the cold chain（コールドチェーンを設立する）」

●「3a. Training som doctors（ソムの医師をトレーニングする）」

●「3b. Promoting willingness to vaccinate children, by campaigning in the mass media and by direct

visits（マスメディアや家庭訪問によるキャンペーン活動によって子供への予防接種の希望を

促進させる）」

　から

●「1a. Epidemiological survey for EPI targeted diseases（EPI 対象疾患の疫学的調査を実施す

る）」

●「1b. To strengthen clinical diagnostic reliability（臨床診断技術を強化する）」

●「1c. To strengthen laboratory diagnostic reliability（臨床検査技術を強化する）」

●「2  To improve cold chain system（コールドチェーン・システムを改善する）」

●「3a. Training for doctors（医師をトレーニングする）」

●「3b. Training for other medical staff（その他の医療従事者をトレーニングする）」

●「3c. Advocacy for local government（地方自治体へ EPI を提唱する）」
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●「3d. KAP promotion for parents（子供の両親へ知識・態度と行動（KAP）活動を促進する）」

●「4  To strengthen local monitoring and evaluation system by the central team（中央 EPI チーム

による地方でのモニタリング・評価活動の強化を行う）」

　に修正された。

（２）PDM1　→　PDMe

① 2002 年６月 12 ～ 13 日に実施されたプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）評価

ワークショップにおいて、過去のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を評価する

にあたり、目標設定が高すぎるため現実の成果が低くなってしまうという問題があったこと。

②プロジェクト半ばに実施された「巡回指導調査」においてPDMは修正されたもののPCM理論

に合致しないプロジェクト目標が立てられたこと。

③長期専門家が途中で不在となったためプロジェクト全体構想を引き継ぐ人材がおらず、プロ

ジェクトの方向性が不透明になり、現実の活動と計画が乖離していたこと。

　以上の点を考慮し、改めて投入・活動・成果に合致した PDMe を作成した。

　作成にあたっては、調査前に四半期報告書及び総合報告書から経緯と実績を調査し、本プロ

ジェクトに比較的長期にわたってかかわった専門家及び現在活動中の専門家によって専門的分析

を行い、さらに PCM評価ワークショップにおいて合同評価チームに確認を取った。

２－２  主な調査項目と情報・データ収集方法　

　本調査では、2002年９月 30日の協力期間終了を控え、以下の方針に従い、終了時評価を行う

ことを目的とする。

（１）日本・モンゴル双方の投入実績、プロジェクトの活動実績、運営・管理状況、カウンター

パート（C/P）への技術移転状況などにつき、当初計画に対する達成度を調査分析し、以下の

５つの項目（評価５項目）に基づき評価を行う。

１）計画の妥当性：プロジェクトの目標は評価時においても有効であるか。

２）有効性：「プロジェクト目標」がどれだけ達成されたか、それが成果の結果もたらされた

ものであるか。

３）実施の効率性：「投入」がどれだけ効果的に「成果」に転換されたか。

４）インパクト：プロジェクトを実施した結果、どのような正負の影響が直接的・間接的に現

れたか。

５）自立発展性：協力終了後もプロジェクト実施による便益が持続されているかどうか、プロ

ジェクトはどの程度自立しているか。



－ 15 －

（２）目標達成度を考慮して、今後の協力方針についてモンゴル側と協議する。

（３）評価結果から教訓及び提言を導き出し、今後の協力のあり方や実施方法改善に資する。

（４）実施方法

１）R/Dをはじめとする各種報告書のデータ、プロジェクト活動報告書などに基づき、「終了時

評価用 PDM」「評価グリッド」を作成する。

２）「評価グリッド」に基づいてC/P、専門家、モンゴル側関係機関、他援助機関等からインタ

ビュー、質問票の配布などを行い、関連情報を収集し、その結果を「評価５項目」に従い、

整理・分析する。

３）モンゴル側評価チームと合同で、合同評価報告書を作成し、署名する。

４）同時に結果を終了時評価調査票にまとめる。
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第３章　調査結果

３－１  現地調査結果

（１）質問票

　評価グリッドにより、各関係機関である日本人専門家、カウンターパート（C/P）、関連省庁で

ある保健省に対し、調査前にモンゴル語の質問票を作成した。モンゴル側関係者は政権交代に

よってプロジェクト開始当初の事情及び評価方法を知らないため、プロジェクト・サイクル・マ

ネージメント（PCM）の意義及び評価の方法をセミナー方式で説明したうえで、関係者一同を集

め、質疑応答しながら質問票を実施した。この方法によって、質問票の回収率は100％であった。

（２）インタビュー

　各実施機関及びプロジェクトが実施されているサイト（ウブルハンガイ県）の踏査において、

末端の実施施設がプロジェクトを理解しているかを見学し、インタビューした。現場での理解度

は高く、作業も単純であるため、おおむねプロジェクトは浸透していると判断された。また、イ

ンタビューにおいては、上司との同席によって本音が言えなくなる等、調査結果に偏りが出るこ

とを防ぐため、個々に実施した。

（３）現地収集資料分析

　調査前に入手不可能であった文献資料、最新統計データを実施機関より入手し、活動実績の分

析情報として加えた。

３－２  プロジェクトの実績

３－２－１　予防接種拡大計画（EPI）

（１）投　入

１）日本側の投入（ヨード欠乏症（IDD）分を含む、全体として一括されている）

　専門家派遣

①1997年10月４日から本評価時点2002年６月までに、長期専門家６名（EPI／チーフ・

アドバイザー１名、チーフ・アドバイザー１名、IDDコントロール２名及び業務調整

２名）、短期専門家24名を派遣した。なお、プロジェクト終了時の2002年９月 30日

までにあと２名の短期専門家を派遣する予定である。

　プロジェクト終了時までの短期専門家の分野は以下のとおりである（表－１参照）。
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表－１　短期専門家

②C/P 研修受入れ

　日本側は延べ 13名の C/P 研修員を受け入れた。年度、分野は以下のとおりである。

表－２　年度別C/P 研修員受入れ

・チーフ・アドバイザー １名

・EPI分野 （合計21名）

小児感染症 ３名

情報処理 ２名

臨床検査（細菌学） ２名

臨床検査（ウィルス学） １名

ポリオ検査技術 １名

ウィルス学（麻疹） １名

ワクチン品質管理 １名

接種スケジュール再検討 １名

感染症診断学 １名

疫学・統計 １名

EPI感染症診断学 １名

EPIラボ（麻疹） ３名

EPIアドバイザー １名

EPIラボ（ジフテリア） １名

・IDD分野 （合計５名）

IDD対策 ３名

ヨード欠乏症対策 １名

IDD対策（尿中ヨード測定） １名

年　度

1997年度

1998年度

1999年度

2000年度

2001年度

合　　計

EPI分野

EPI

ポリオ・サーベイとコントロール

ポリオ検査技術（ラボラトリー）

EPI対象疾患根絶

ポリオ検査技術（ラボラトリー）

EPI対象疾患根絶

ワクチン管理

麻疹ラボ検査技術

人数

１名

１名

１名

１名

１名

１名

１名

１名

８名

IDD分野

IDD対策全般

IDD対策全般

IDD対策全般

IDD対策全般・検査

IDD対策全般

人数

１名

０名

１名

１名

２名

５名

③機材供与現地業務費

　日本側から投入される機材は、公用車４台、超音波診断装置、冷蔵庫等のラボ機材、
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事務機材等である「プロジェクト方式技術協力（プロ技）供与機材」とコンピューター、

OA機器等の専門家の「携行機材」及び啓蒙普及費、中堅技術者養成対策費、事務所備

品等の「現地業務費」に大別される。EPIと IDD制圧プログラムの計画額は、それぞれ

以下のとおりである。

表－３　年度別供与機材・携行機材・現地業務費

供与機材

携行機材

現地業務費

2000年度

1,468万 7,000円

255万 2,000円

1,976万 7,000円

合　計

1億 653万円

1,773万 2,000 円

7,030万 5,000 円

1999年度

-

253万 7,000円

1,682万円

1997年度

1,890万円

89万 8,000円

388万 4,000円

1998年度

2,600万円

447万 3,000円

1,072万 3,000円

2001年度

4,694万 3,000 円

727万 2,000円

1,911万 1,000 円

２）モンゴル側の投入

①C/P の配置

　モンゴル側はプロジェクト活動に必要なC/Pを本評価時点において、延べ31名配置し

ている。

②プロジェクトへの施設提供

　モンゴル側は本プロジェクトの拠点となるプロジェクト事務所を保健省内に、また、

各専門家が実働する実施機関国立感染症研究所（NCCD）内にも事務所を設置した。

③プロジェクトにおけるローカルコストの負担

　ローカルコストは、人件費、施設費を含む総額 112 万 2,606US ドルを投入した。

（２）活　動

①－１）計画と運営に関する全県 EPI マネージャー会議は各県に１人ずついる EPI マネー

ジャーが集まり、毎年 10 月、12 月に行われた。

①－２）全国レベルでは EPI レビューは行われなかった。

①－３）定期接種を実施した。

①－４）2000 年に風疹の、2001 年に麻疹の追加予防接種を実施した。

①－５）全国レベル及び県レベルで医療従事者（主として医師）を対象にセミナーを開催し

た。

①－６）全国レベル、県レベル、ソムレベルでそれぞれ予防接種記録を作成した。

②－１）報告書とデータ収集に関するモニタリングは行わなかった。

②－２） 適切な時期に便検体を採取し、地域レファレンス・ラボラトリーへ送付した。
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②－３） 全国レベル及び県レベルで医療従事者（主として医師）を対象にセミナーを開催し

た。

②－４）ポリオ・麻疹・細菌検査室の施設を整備した。

②－５）ポリオ・麻疹・細菌検査室の診断技術を指導した。

②－６）感染症サーベイランスに関する情報・教育・対話（IEC）教材を作成した。

②－７）予防接種率等を毎年調査した。

③－１） 全国レベル及び県レベルでセミナーを開催した。2002年５月にWHOが中央倉庫を

調査したところ ワクチン在庫管理は適切な状態であった。

③－２） 全国レベル及び県レベルで コールドチェーン・ロジスティックスに関するセミナー

を開催した。

③－３）アイマグ・ソムレベルのモニタリング（簡単な聞き取り調査）を実施した。

④－１）JICA の予算から IEC 教材（17 種類）が一般向け、医療従事者向けに出版、配布さ

れた。

④－２）全国レベル及び県レベルで安全接種のトレーニングセミナーを開催した。

⑤－１）主として国家予防接種デー（NID）の前と実施中にマスメディア（TV、ラジオ、新

聞、広告など）により啓発を行った。

⑤－２）全国レベル、県レベル、ソムレベルでそれぞれ EPI に関する啓発のイベント（具体

的には親や小学生を対象に絵のコンテストなど）を活発に行い、ヘルス・ボランティ

ア（学生や退職者）が広報にかかわった。

⑤－３）過去５年間はポリオの全国キャンペーンを実施しなかった 。

⑤－４）JICA の予算から IEC に関する配布物（17 種類）が一般向け、医療従事者向けに出

版・配布された。

（３）成　果

　成果１：ソム（町）・バグ（村）レベルでの予防接種率が向上する

指標１－１ アウトリーチ・チームが訪問するアイマグ、ソムのカバー率

　プロジェクト開始以前よりEPI関連疾患に対するワクチンの定期接種率は90％を維持してき

たが、プロジェクト開始後も過去５年間に平均９割以上のワクチン定期接種率を維持し、ソ

ム、バグレベルの普及に貢献した。

　そのなかで、９アイマグのうち 36 ソムにおいてワクチン接種率が調査され、その地域格差
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の是正に努めた。

指標１－２ 全国 EPI ワークショップ、県ワークショップの開催数

　５年間で全国レベル６回、アイマグレベル 34 回のワークショップを実施しワクチン接種率

を向上させることに貢献した。ワークショップの内容は次のとおりである。

●全国レベル：６回（BCG ワクチン（BCG）２回、麻疹２回、補足的 NID（SNID）２回）

●アイマグレベル：17アイマグ各１回、ウブルハンガイ３回、ウランバートル５回、６アイ

マグを拠点としたもの６回

●ソムバグを対象とした social mobilization workshop：３回

　ハイリスクグループを対象としたポリオワクチンのSNIDは 1997年、1998年及び2000年の

３回、麻疹ワクチンの NID は 2000 年に１回実施された。

【問題点】

１）モンゴルのワクチン供給は大部分が JICA感染症特別機材によるサポートである。予算

枠が異なるため、プロジェクトの終了が即ワクチン供給停止を意味するわけではないが、

今後予定されているGAVIなどの機関との調整のうえ別途協議が必要であろう。同時にモ

ンゴルにおいて 2001 年に施行された「予防接種法」は保健省におけるワクチンファンド

を準備し、政策レベルで予防接種を続けていく意向を示しているが、最大のドナーである

日本への期待は大きいと思われる。

２）ワクチンの接種率は平均すると国家レベルにおいて 90％以上を維持しているが、ソム･

バグレベルでは５割を切るなどのばらつきがみられる。原因として教育の不徹底、燃料、

輸送費用の負担、通信インフラの脆弱さなどがあげられる。しかしながら、モンゴル国内

における social mobilization 活動により接種率の向上に努めている。プロジェクト終了に

伴い、EPI スタッフ（ホームドクター、ワクチン接種者など）の教育、輸送費用の財源が

問題となるであろう。また、市場経済後の移動人口が増加することも考えられ、ワクチン

接種率を維持していくには今後様々な問題が生じるであろう。

　成果２：EPI 対象疾患に関するサーベイランス・システムが向上する

指標２－１ 急性弛緩性麻痺（AFP）サーベイランスの指標の動向

　AFP サーベイランス指標として non-polio AFP/100,000（<15 years old）rate は 1997 ～ 2001

年の間 1.4、4.8、1.2、1.9、1.0 と推移し、1998 年を除けばおおむね満足できる値である。1998

年の値が突出しているが、これは世界保健機関（WHO）によるインセンティブ・フィーの投入

による一時的な増加である。ただし評価調査（アクティブ・サーベイランス）は麻疹など EPI

対象疾患に対して実施されているが、その質についてはいまだ疑問が残る。
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　サーベイランス活動で見つかった症例は国家ラボ（ポリオ、麻疹、細菌）において検査を行

うが、これら３つの実験室は主に JICA と WHOによって機能強化が図られた。ポリオ国家ラ

ボはWHO西太平洋地域委員会（WPRO）のラボラトリー・ネットワークに組み込まれており、

分離同定された検体は地域レファレンス・ラボラトリー（日本の国立感染症研究所）に送付さ

れ野生株かワクチン株か確定診断される。2001年まではモンゴル、日本間の輸送に問題が生じ

ていたが、2002年にはほぼ改善された。また、2000年７月にはWHOよりポリオ国家ラボとし

ての機能を有するものとして正式に認められた。

　麻疹の IgM抗体検査は 2000 年以前３つの検査室で実施され、検査の質に問題があったが、

その後１つに統合され、NCCD内に国家麻疹ラボとして麻疹ウィルス抗体検査に加えて分離同

定が可能になるなど、ウィルス学的確定診断ができるよう 2002 年に機能が拡充された。

【問題点】

１）non-polio AFP/100,000（<15 years old）rate ほかサーベイランスの指標となる数値の評

価調査（アクティブ・サーベイランス）による評価は主にモンゴル側で行われているが、

第３者による調査が必要である。

２）疫学データ解析に際し、中央と地方において矛盾が生じる場合がある。またサーベイラ

ンスの結果と検査ラボの結果を互いにフィードバックする必要も考えられる。

３）AFP 便検体はモンゴル国内の感染症研究所で分離同定された後 14 日以内に地域レファ

レンス・ラボラトリー（日本の国立感染症研究所）へ送付されることになっている。資金

面などの問題により 2001 年までは到着が大幅に遅れていたが、WHO の指導により 2002

年にはかなり改善された。

４）ポリオ、麻疹、細菌実験室診断用機器の維持、試薬消耗品の供給に関しては不透明なま

まである。ポリオに関してはWHOを通じたラボラトリーネットワークによるサポート体

制が十分とはいえないが確立している。麻疹に関しては血清診断用（IgM-ELISA）試薬の

供給はWHOがサポートしているが、2002年に導入されたウィルス確定診断のための試薬

等消耗品に関しては未定である。

指標２－２ 医療従事者に対するワークショップの数

　EPI スタッフへの EPI、臨床診断、安全接種等の知識向上を目的としたワークショップは５

年間で全国レベル６回、アイマグレベルは 34 回ものワークショップが実施された。

指標２－３ 医療従事者に対する広報活動

　モンゴル語による教材は 17 種類作成され EPI スタッフに配布された。
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　成果３：コールドチェーン・ロジスティックスが向上する

指標３－１ 中央ワクチン保管庫における在庫数の精度・期限切れワクチン数

　プロジェクト開始当初、ワクチンの在庫管理は不徹底な面があったが、2002年５月現在では

実際の在庫と使用記録は一致しており、在庫管理が徹底されてきた。

指標３－２ アイマグ・ソムにおけるワクチン保管状況

　冷凍庫、冷蔵庫は全ソムの1997年の26％から2000年には100％に整備された。発電機は1997

年の 41％から 2000 年には 96％と整備された。

指標３－３ コールドチェーン維持のためのワークショップ数

　コールドチェーン維持管理（使用法、予防的メンテナンス法）のためのワークショップは５

年間で全国レベルが１回、アイマグレベルが 17 回開催された。

　地方におけるスタッフの維持管理能力の向上も必要である。同時に燃料代、修理代など財政

的なサポートも課題である。

　中央で修理サービスを行うセンターが存在するが、EPI関連の機材の修理については今後機

能的にサポートできる体制が必要となるであろう。

　成果４：医療従事者の EPI に関する技術が向上する

指標４－１ トレーニングの実施数

　５年間で全国レベル６回、アイマグレベル 34回のワークショップを実施した。17種類のモ

ンゴル語で作成した IEC 教材が EPI スタッフに配布された。

指標４－２ トレーニングの受講者数

　トレーニングを実施した地域の医療従事者全員がトレーニングを受講している。ただし、プ

ロジェクト終了に伴い、EPI スタッフ（家庭医、ワクチン接種者など）の教育費、移動費の負

担が問題となるであろう。プロジェクト終了後もヘモフィリス属インフルエンザ B（Hib）、

DTP- B 型肝炎混合ワクチン など、新しくワクチンの導入が検討されていることから、教育プ

ログラムは重要となるであろう。

　成果５：EPI に関するモンゴル国民の意識・知識が向上する

指標５－１ IEC配布物の数

　５種類の国民に向けた IEC 教材が作成された。
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指標５－２ テレビ・ラジオ番組の製作数

　NID の間、ラジオ、TV、新聞を介してワクチン接種の呼びかけを行った。

　ポスター、カレンダー、看板製作を通じて EPI 知識の普及に努めた。

（４）プロジェクト目標：EPI 対象疾患に対する予防システムの強化

指標１ ポリオ根絶委員会からポリオ根絶証明書授与の有無

　2002年７月にポリオ根絶委員会からポリオ根絶証明書を授与されることがWPRO経由で保

健省に内示されている。

指標２ 全国の過去３年間の各 EPI 対象ワクチンカバー率

　保健省が公表するEPI 対象ワクチンカバー率は軒並み 92～ 97％に達しており、地方から中

央への報告システムは提出率がほぼ 100％である。しかし、その接種率調査は１歳児のみの

データを使用していること、AFPの調査も年間に１県だけの調査としていることから、信頼で

きる疫学調査とは考えにくい。また、日本人EPI長期専門家の２年半以上の不在から行われた

調査は、いずれも散発的で系統立てて実施しておらず、精度を欠いている。

指標３ EPI 疾患サーベイランスの動向

　モンゴルの予防接種活動は最大の援助国であった旧ソビエト連邦崩壊後、ワクチン不足と

いった最も根源的な問題が生じた。コメコン体制下では旧ユーゴスラビア・ザグレブのワクチ

ン製造所などが供給源であったが、市場経済導入後のコメコン体制下のワクチン製造施設は軒

並み原材料不足、人材流出などの理由で製造量が落ち込み、地域内供給ができなくなってし

まった。WHO、国際連合児童基金（UNICEF）など国際機関主導による EPI 活動は 1980 年代

初頭より世界中で推進されたが、モンゴルは既に経口ポリオワクチンが 1960 年代、麻疹ワク

チンが1970年代から導入されていた。国内には家庭医制度を基盤としたプライマリ・ヘルス・

ケア（PHC）システムが張り巡らされ、ワクチンの定期接種システムは確立している状況だっ

た。しかし、市場経済の導入に伴い保健医療予算の削減、老巧化したコールドチェーン機材の

更新の必要性、医療従事者への教育訓練活動の低下など様々な問題が生じ、ワクチンの定期接

種システム維持が困難になった。ワクチン接種率が低下した 1990 年代初頭にポリオ、麻疹、

ジフテリアなどの流行が報告されているのは、このためである。

　EPI 活動は①ワクチン接種、②コールドチェーン整備、③サーベイランス・システムの強化

の３項目から構成されている。1997 年プロジェクト開始から５年間、①と②に関してはプロ

ジェクト予算と別枠で EPI 対象疾患（ポリオ、麻疹、ジフテリア・破傷風・百日咳の３種混合

ワクチン（DPT）、BCG、B型肝炎）のワクチン、冷蔵庫、冷凍庫、発電機、車両等が日本より
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供与された。EPI活動を支えるワクチン供給、コールドチェーン機材の整備、さらにEPIスタッ

フへの教育を中心としたサーベイランス活動を改善することでモンゴルのEPI対象疾患の予防

システムはより強化された。

　その結果、ポリオ患者は 1993 年以降報告されておらず、AFP サーベイランス、実験室診断

の質の向上により、ポリオ・フリーの国として 2000 年にWHOより認定された。麻疹は 2000

～ 2001 年に大流行がみられたがサーベイランスの活動強化により、大流行に迅速に対応でき

る体制が確立された。ジフテリアは1998 年 50例、1999 年 11例、2000 年４例と減少を続けて

いる。新生児破傷風は 1998 年以降報告されていない。百日咳は 1998 年４例、1999 年２例、

2000年0例であった。このようにEPI対象疾患について国内の予防体制は着実に強化が図られ

ていった。

（５）上位目標：母と子の健康が向上する

指　標 ●乳児死亡率

● EPI 対象疾患の罹患率・死亡率

　EPI対象疾患に対する予防システムがJICA、WHO、UNICEFほかのドナーとの協力により５

年間のプロジェクト協力期間中に達成され、これらの疾患の罹患率が低下したことから、目標

に貢献したといえる。

３－２－２　ヨード欠乏症（IDD）制圧プログラム

（１）投入

１）日本側の投入

　３－２－１　EPI（１）を参照。

２）モンゴル側の投入

①C/P の配置

　モンゴル側はプロジェクト活動に必要なC/Pを本評価時点において、延べ10名配置し

ている。

②プロジェクトへの施設提供

　モンゴル側は本プロジェクトの拠点となるプロジェクト事務所を保健省内に、また、

各専門家が実働する実施機関の国立公衆衛生研究所（PHI）内にも事務所を設置した。

③プロジェクトにおけるローカルコストの負担

　ローカルコストは、人件費、施設費を含む総額5,194 万 1,429 トゥグリグ（ Tg）をこ

れまでに投入した。
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（２）活動

①－１ ）中央と地方に検査室が設立される。

　供与機材が投入され、1998年に中央のPHIに IDD検査室が確立され、2001年ま

でに全国（21 県）に塩分中ヨード測定検査室が設立された。

①－２） 中央と地方のスタッフが育成される。

　PHIと全国の県公衆衛生局IDD対策担当者が1998～2001年にかけてトレーニン

グを受け、疫学調査を実施した。また、C/P はその経験を直接活用し、1999 年の

UNICEF の中間評価調査を全国で実施した。

①－３） 疫学調査を実施する。

　疫学調査は 1998 ～ 1999 年にかけて首都を含む 11 県で実施され、IDDの全国実

態が把握された。さらに2001～2002年に対策の進展度を測るモニタリング調査が

全国（21 県）で実施された。

 ②－１）ヨード化塩製造器を設置する。

　2002 年３月にウブルハンガイ県の６つの村を含む全 20 地域（県、村）にドラム

式ヨード化機械が供与設置された。UNICEF は同型 19 台を別地域に供与した。

②－２ ）ヨード添加塩製造のためのスタッフを育成する。

　2002年に20地域のヨード化塩製造担当者に対し技術、管理運営のトレーニング

を行った。その結果は 2002 年秋以降に確認される。

③ヨード化塩の普及を促進する

　全国IEC活動を実施するとともに、ウブルハンガイ県の３つの村では1998年よりスプレー

式ヨード化法と回転資金計画導入により住民主導型ヨード化塩普及プログラムが進展してい

る。2001年には３つの村内の普及率は14～74％に増加した。2001年より同県内の３つの村

に活動を拡大した。

④－１） 政策担当者のIDDワークショップを開催する。

　2000 年に全国の県保健部長、教育部長、IDD 担当者を対象にワークショップを

開催した（国会議員、県知事へのセミナーを汎ヨード化法（食品法中）制定後実施

予定である）。

④－２） コミュニティ・レベルでの啓発活動を行う。

　2000年までに首都と６県で教師、児童、母親を対象とした啓発活動を実施した。

残り 14 県は UNICEF が実施済み、あるいは今後実施予定である。
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④－３ ）  国民対象IEC活動を行う。

　2002年までに啓発・教育用教材を各種開発し、アニメーションのテレビ放映、ラ

ジオコマーシャル、新聞記事掲載、ポスター・カレンダー・リーフレット配布、看

板設置を実施した。2000年から IDD制圧の日への協賛、支援を行った。2001年の

調査で 97％以上の国民が IDD とヨード化塩について知っていた。

（３）成果

　成果１：IDD 制圧のためのモニタリング・システムが確立される

指標１－１ 尿中ヨード排泄量ほか精度の高い検査ができる

　設置された中央 IDD検査室は高精度に機能しており、1999 年には IDDスタッフがUNICEF

の評価調査をこの調査法を用いて実施することができた。

指標１－２ 中央と地方のスタッフが調査法を習得する

　県レベルでは、ヨード化塩使用率と塩分中ヨード添加量のモニタリングが体制がつくられ、

年間報告が提出されつつある。

指標１－３ 疫学調査が中央と地方のスタッフによって実施される

　疫学的調査法を含むモニタリング調査はよく技術移転されており、1999 年には IDD スタッ

フが UNICEF の評価調査をこの調査法を用いて実施できた。

　成果２：プロジェクトサイトの製塩工場における適正なヨード添加塩を製造する

指標 ２ ヨード添加塩が 20 ～ 40ppm のヨードを含有する

　中央IDD検査室の報告からウランバートルのヨード化塩はほぼ100％適正にヨード添加され

ていた。ウブルハンガイ県では新たに設立された村製塩場のヨード化塩は適正な濃度であっ

た。したがって、この成果は達成された。

　　　成果３：プロジェクトサイトでヨード化塩が普及する

指標３ 90％以上の消費者がヨード化塩を使用する

　この成果は厳密な意味では達成されなかった。 ヨード化塩が導入時から人々に受入れられた

ウランバートルではヨード化塩使用率は1996年と同様に2002年は82％であった。ウブルハン

ガイ県全体では平均28.9％の使用率であったが、地域ヨード化塩プログラムを導入した３つの

村では 14 ～ 74％へ増加した。
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　　　成果４：国民のヨード添加塩使用の重要性に関する知識・態度・行動（KAP）が増加する

指標４－１ 95％以上の消費者がヨード添加塩について知っている

　この成果は達成の中ほどにあった。98％以上の人がヨード化塩について知っており、数多く

の健康教育活動がなされた。しかしヨード化塩の高価格と流通の問題から、すべての国民が

ヨード化塩を購入するようになったとはいいがたい。

指標４－２ 政策担当者が IDDワークショップに参加する

　地方の政策担当者とそのスタッフが 1999 年 2001 年のセミナーに参加した。

（４）プロジェクト目標：IDD を制圧する

指標１ 尿中ヨード排泄量の中央値が 100 μ g/ ｌ以上となる

　2002年の21県と首都の評価調査で尿中ヨード排泄量は中央値101.3μg/ｌと、このプロジェ

クトはほぼ達成された。

指標２ 甲状腺腫率が 10％未満になる

　触診法による平均甲状腺腫率は 22.9％であった。

（５）上位目標：母と子の健康が向上する

　５年間のプロジェクト協力期間中にプロジェクトサイト及び首都圏におけるIDD制圧プログ

ラムが達成されたため、全国へのプログラム展開が可能と推測され、目標に貢献したといえ

る。

３－３　プロジェクトの実施プロセス

３－３－１　EPI

　WHOが推進しているEPI計画はポリオ根絶計画を第１の柱として世界中で展開している。さら

にWHOは、第２の柱として麻疹コントロール計画も着実に展開させている。DPT、BCGはワク

チン接種も行われているが、既に結核対策は結核対策の短期間直接治療コース（DOTS）戦略に移

行している。モンゴルではほかに肝炎対策の重要性からB型肝炎ワクチン接種を推進している。

プロジェクト協力期間中はEPI計画の焦点を絞るため、ポリオ、麻疹対策を中心として活動が行

われてきた。

（１）ポリオ根絶プログラム　

１）背　景

　1980 年代初期に開始した EPI のなかでWHOは 2005 年を目標に世界レベルのポリオ根絶
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計画を推進している。これは野生株の伝播を2002年までに終息させ、３年間の野生株根絶の

状況を確認した後 2005 年に根絶を宣言することを目標としている。

　WPROでは 2000 年までに野生型ポリオウィルスの伝播を止めることを目的としていた。

また、WHOは地域全体で野生型ポリオの伝播を止めるため、①ワクチンの一斉投与（NID）、

②コールドチェーンの整備、③サーベイランスの強化（臨床及び実験室診断）を各国に勧告

した。

　一方、1962年、モンゴルでは旧ソビエト連邦のサポートのもとに開始したポリオワクチン

（OPV）接種プログラムが開始された。家庭医制度を基盤に国内に張り巡らされた医療システ

ムは、ソビエト連邦崩壊後、主たる供給源を失いEPIの３コンポーネントであるワクチン接

種、コールドチェーン網、サーベイランス活動の停滞が余儀なくされた。その後UNICEF、

WHO、国際ロータリーなどがサポートを開始し1995年前後にはワクチン供給面での手当て

はかなり回復した。もう１つの柱であるサーベイランス活動は1996年よりWHO主導のもと

評価調査（アクティブ・サーベイランス）システムの導入を行った。評価調査はAFP、麻疹、

ジフテリア、破傷風、髄膜炎を対象としている。

　モンゴルにおいてOPVワクチン接種は、家庭医システムに基づいた定期接種方式を古くか

ら取り入れていた。WHOの提唱する一斉投与方式である NIDによる接種は1994年に開始さ

れ、その後 1995、1996 年に実施されている。この結果、1992 年一時期 57％までに落ち込ん

だ接種率は1996年には90％台に回復し、以降 1997、1998、1999年に実施されたハイリスク

グループを対象とした SNID及び定期接種により、90％以上の接種率を維持し続けている。

ここ20年間のモンゴルにおける野生株によるポリオ患者は、1982年を頂点に減少していき、

1993 年を最後に国内からの患者はでていない。

２）プロジェクト実施のプロセス

　1997年に開始した「モンゴル国母と子の健康プロジェクト」の活動のなかでは、プロジェ

クト供与機材枠外で JICAより供与された①ワクチン（感染症特別機材）、②コールドチェー

ン（医療特別機材）を有効活用すると同時に、ポリオ以外のEPI 対象疾患に対する予防シス

テムを強化することを目的としている。

　プロジェクト協力開始時よりモンゴル保健省、WPRO 事務局との密接な連携のもと、EPI

活動展開のためアイマグ、ソムのEPI 担当者との連携、NCCD内のEPI 疫学チームとの年間

EPI活動のレビュー及び次年度計画作成について協力してきた。具体的な活動は年間計画に

基づく定期接種及び、３回の SNID（1997 ～ 2001 年）の実施であり、数多くの教材を作成

し、EPI スタッフに対して必要な教育を全国レベルあるいはアイマグを拠点として実施して

きた。　これらの活動を評価するためワクチン接種率調査、AFPほか、評価調査（アクティ

ブ・サーベイランス）を実施し、EPI 活動の質の向上に努めてきた。AFPサーベイランスの
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結果採取された患者便検体は JICA、WHO、UNICEF の支援のもと、整備されたポリオ国家

ラボにてウィルス分離同定がなされ、地域レファレンス・ラボラトリー（国立感染症研究所）

に送付され、確定診断された。

　また、広くモンゴル国民にワクチン接種の重要性を浸透させるためのマスメディアをとお

した IEC活動も行われた。UNICEFとの連携では IEC活動ほかに特にコールドチェーン・シ

ステム維持管理のための教育訓練について連携が図られた。

　2000年８月に西太平洋地域においてモンゴルがポリオ根絶の国として認定されたことは、

こうしたプロジェクト活動の成果の１つである。そして2000年10月にはWPROにおける野

生株の伝播の終息がWHO により宣言された。

　しかし地球規模の根絶に向けて引き続き AFP サーベイランス活動、ラボネットワーク、

OPV の定期接種の維持がWPRO事務局より各国に勧告されている。これは西太平洋地域以

外に野生株が存在する限り、人を介したウィルスの輸入が予想されるからである。過去にお

いて、中国、ブルガリアなどで人を介したウィルスの輸入例が報告されているため、モンゴ

ルにおいても引き継ぎ、監視体制が維持されなければならない。

３）コメント

　ポリオ根絶プログラムを含む EPI 活動は、プロジェクト開始以前よりWHO及びモンゴル

保健省側で計画されていた。JICAプロジェクトはワクチン、コールドチェーンの提供、教育

コストの負担といった面では最大の援助国ではあるものの、単なるスポンサーといった側面

も否定できない。

　EPIプログラムは疫学統計、臨床診断、実験室診断、IEC、ワクチン在庫管理など様々なコ

ンポーネントからなっている。プロジェクト協力期間中に短期専門家による部分的な支援が

行われてきたが、EPI 全体を統括する日本側責任者の不在が活動内容を不透明にしているの

ではないかと懸念される。特に現場におけるEPIアドバイザーの不在はモンゴル側との活動

内容に関する意思疎通の面で問題が生じていた。

　それとは対照的にモンゴル側保健省、EPI 疫学グループはWPRO、UNICEF からの情報の

提供、コンサルタント受入れを通じて EPI 活動の内容及び問題点を把握していたと思われ

る。

（２）麻疹コントロールプログラム

１）背　景

　1973年に、初めてモンゴルに麻疹ワクチン（１回投与接種）が導入された。定期接種によ

り高い接種率が維持されたにもかかわらず、約４年の間隔で流行が起こり、1987年から２回

投与（12 か月児）に変更された。1994 年には SNIDs（３～７歳を対象）が実施され、1996
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年（９か月～ 10 歳）、2000 年（９か月～８歳）にはNIDs を実施し、95％以上の接種率を達

成した。また 1996 年より評価調査（アクティブ・サーベイランス）を開始している。

　WHOは麻疹コントロールプログラムのコンポーネントとして以下の３つの戦略を示して

いる。

①定期あるいは SNID を組み合わせることにより２回接種を行い 95％の接種率を達成

　すること。

②サーベイランスの強化、特に迅速な大発生時の対応。

③検査ネットワークの確立。

２）プロジェクト実施のプロセス

　1997年のプロジェクト開始後、ポリオ対策と同様、麻疹コントロール・プログラムの強化

が図られた。モンゴルでは約４年の間隔で麻疹の流行が起きていたため、1996～ 1997年の

流行及び４年後の1999年秋から2000年春にかけて数多く報告された発疹・発熱患者（2,420

例） は当初麻疹の流行であると考えられた。

　モンゴルでは当時PHIの国家麻疹ラボ（その後NCCDに移管）、感染症病院（その後NCCD

に統合）、感染症センター（その後NCCDに統合）の３か所で IgM-ELISA血清診断による検

査が行われていたが、麻疹の流行とも風疹の流行とも判別できない検査結果が示された。

　そのため追加免疫など具体的な対応ができず、モンゴル側は確定診断のため患者の血清を

直接国立感染症研究所（日本）に送付し検査を依頼した。

　その検査結果によると、1999 ～ 2000 年期の流行は麻疹の流行も見られるものの、発疹・

発熱の原因は風疹によるものであると判明した。この検査結果を受け、モンゴル保健省、

JICA プロジェクトは麻疹検査ラボを強化するため短期専門家による現状調査、計画立案を

行った。

　そして 2002 年２月にはウィルス学的確定診断が可能な国家麻疹ラボを NCCD に整備を

行った。2000年３月には麻疹の評価調査（アクティブ・サーベイランス）の強化がなされ、

2000 年 12 月には先天性風疹症候群（CRS）の調査がウランバートルで実施された。

　また、2000年 10月には麻疹ワクチンのNIDが９か月～８歳児を対象に実施され、96％の

接種率を達成した。NID実施時には各種教育プログラム、マスメディアを使ったキャンペー

ンが行われたが、2000 ～ 2001 年には大規模な麻疹の流行（約１万例、うちウランバートル

が半分）が見られた。疫学的解析を行った結果、ワクチン接種、年齢分布などから患者の年

齢が 20 歳をピークとした高年齢であることが判明した。

　この結果により、大規模な麻疹の流行は感受性個体の蓄積によるものと結論され、2001年

５月にはハイリスクグループを対象とした追加免疫措置がとられた。

　これら一連の活動に対し本プロジェクトは臨床診断、安全接種などEPIスタッフへ各種教
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育を行うとともに、IEC、マスメディアを通じた麻疹ワクチン接種広報キャンペーンを実施

した。

３）コメント

　麻疹コントロールプログラムには大流行に対し迅速な対応が必要であるが、1999 ～ 2000

年期の流行解析のための実験室診断はプロジェクト活動外（国立感染症研究所）のサポート

による貢献が極めて大きい。ポリオ対策と同様EPIアドバイザーによる関係各所との調整が

あれば2000～2001年期の流行は事前にハイリスクグループの同定が可能であったと思われ

る。

　国家麻疹ラボの整備がなされたものの今後の運営コストの負担など未解決の問題が残され

ている。

（３）DPT、BCG、B 型肝炎対策

１）プロジェクト実施のプロセス

　結核対策に関してはWPRO、結核研究所（日本）とモンゴル結核研究所（現NCCDの結核

センター）が協力しDOTS戦略（1994年開始）に基づいて、内部精度管理を取り入れたサー

ベイランス・システム（スメア法で検査）を全国に展開している。プロジェクトとのかかわ

りは BCG ワクチンの接種という点以外は特に接点はない。

　ジフテリアの流行は 1995 年にみられたが（ワクチン接種率 78％）同年NIDの実施、以後

DPT、DTの定期接種を強化することによって1998年にはワクチンの接種率は90％を超え、

その後も接種率 90％以上を維持している。これにより、患者数はいちじるしく減少した

（1998 年 50 例、1999 年 11 例、2000 年４例）。新生児破傷風も 1998 年以降報告されていな

い。百日咳は 1998 年４例、1999 年２例、2000年０例である。また同時にDPT、B型肝炎対

策に関しては臨床、疫学、ワクチンの安全接種などの観点からEPIスタッフに対し各種教材

を作成し、教育が行われた。

３－３－２　IDD 制圧プログラム

（１）背　景

　1996 年と 1997 年に JICA 事前調査団が派遣された。これら調査団はモンゴルにおける IDD

の実態調査結果（1992 ～ 1993 年にかけて保健省、UNCIEF によって実施された全国甲状腺腫

率調査（触診法による）で、７～14歳の児童と出産可能年齢の女性計約４万5,000名の両群で

約30％に甲状腺腫が認められ、重度のヨード欠乏状態にあると判断された）と保健省、UNICEF

による汎ヨード化塩政策導入、政権、経済状態等について情報を収集分析した。その結果に基

づき、日本からの専門家派遣を含むプロジェクト方式技術協力を1997年 10月１日より５年の
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計画で実施することが協議決定された。

　これに加えて1996年に東京大学研究チームによる首都調査により生化学検査を含むIDD実

態調査が行われ、ヨード欠乏が重度であること、1996年初頭に開始されたヨード化塩流通が進

んでいること、ヨード化塩の一部には100ppmを超えるヨードが添加されていることなどが確

認された。

　

（２）プロジェクトの実施プロセス

　５年間の活動は以下の４項目に集約された。

●全国 IDD実態把握とプログラムのモニタリング

●ヨード化塩普及

●ヨード化塩産業の育成と品質管理

●その他の補足活動

１）全国 IDD 実態把握とプログラムのモニタリング

①生化学検査室の確立

　1998年に短期専門家による生化学検査法（血中甲状腺刺激ホルモン（TSH）、尿中ヨー

ド排泄量（UIE）を技術移転した。これらは日本の検査キットを用い、日本語のソフト

による解析を行うものであったが、モンゴル人スタッフは十分に習得した。また、供与

機材として、解析のためのコンピューター１台、光反応測定器１台、恒温機１台が設置

された。

　その後、UIE検査法に関して、現地で入手できる試薬を用いた方法が短期専門家の指

導の下に導入され、キットとの相関関係が 0.9 以上という好結果を得たため、UIE検査

法に移行した。この結果、高価なキットを用いずともUIEが測定可能となり、プロジェ

クトで獲得した技術の維持が期待される。また、生化学検査と塩分中ヨード量を測定す

る滴定法の検査手技を記録したビデオを作製し、特に後者のビデオは県の衛生局へ技術

移転時に活用された。

②実態調査法の確定と実施

 　WHO、UNICEF、ICCIDD（国際ヨード欠乏症対策機関）の推奨する実態調査項目（甲

状腺腫触診法と超音波断層診断法、TSH量、UIEに加えて、人々のIDDとヨード化塩に

関する知識・態度・行動及びヨード化塩使用率を調べる調査を 1998 年より開始した。

　この調査は当初ヨード化塩が普及していない首都以外の県の実態を把握する目的で

あったが、プロジェクト後半は対策の進展をモニタリングする目的に自然に移行された。

調査のマニュアルビデオに実際の調査を記録して作製し、復習と県職員のトレーニング

として活用した。
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　前半（1998～19999年）の11県の調査（主たる対象は小学３～４年生とその母親）に

よると、県により、甲状腺腫率は大きな差があるが、全体として平均22％であった。UIE

は平均75μ g/l であった。TSH検査結果では998名の新生児中約18％に高値（> ５ IU/l）

が認められたが、乳幼児・児童・成人女性では高値を示す例は低率であった。

　首都ではヨード化塩を使用している家庭（常用、時々使用）は80％を超していたが、

地方の県では３～78％とばらつきがみられた。母親の95％以上がヨード欠乏症とヨード

化塩について聞いたことがあり、ヨード化塩を使用しない理由として高価であること

（自然塩の２～８倍）、販売されていないこと、本当にヨード化塩かわからないから、な

どが回答された。

　また、収集されたヨード化塩には適正なヨード量が添加されており、1996年時のよう

な過剰な添加は見られなくなっていた。

　後半2001年に実施されたウランバートルの７ディストリクトと21県の全国評価調査

結果によると、甲状腺腫率は触診法により平均で22.9％（範囲：3.8～ 49.5％）であり、

UIE 中央値は 101.3 μ g/l（範囲：38.9 ～ 201.8 μ g/l）、収集された塩 2,431 中 20ppm 以

上のヨードを含む率は 57.4％（範囲：7.1 ～ 93.0％）であることが明らかとなった。こ

れにより、1998 ～ 1999 年に行われた調査と比較して甲状腺腫率に変化はなく、UIE値

は正常値（IDDなし）にまで改善された。ヨード化塩普及率も改善されたものの、依然

90％に達していないことが判明した。ウランバートルの各ディストリクトは普及率、

UIE 値共にすべて予防ライン（WHO 等により推奨されている数値はそれぞれ 90％、

100 μ g/l）に達していた。ウランバートル以外の 21県中７県におけるUIE値も正常値

に達していた。塩へのヨード添加量も適正であった。

　1999年には調査項目の適応妥当性を検討した。モンゴル側の人材・設備の限界から超

音波診断による甲状腺腫検査は実施が困難であり、触診法が主であるが、モンゴルのよ

うな軽度の甲状腺腫を判定するには触診法では精度が低く、かつヨード化塩使用による

率の低下には長期間要することから、この指標を採用しないことをモンゴル側に提言し

た。また、新生児を対象としたTSH量測定は実態把握には有効ではあるものの、プログ

ラムのモニタリングに継続利用するには高価な測定キットを輸入しなければならないた

め、後半は調査項目からはずし、モンゴル側にもその旨説明した。

　さらに、2000年には高価な測定キットを輸入せずに、日立化成（株）が確立した用手

法を導入して世界的に指標として最適であるとされるUIEを高精度で実施できることを

確認した。試料が国内で入手できることから検査単価は0.13～８USドルとなった。モン

ゴル側C/Pはこれまでの JICAとの調査経験を生かし、1999年にUNICEFの５か年計画

終了時評価調査を10県で実施することができた。この時点での調査項目はJICAの初期



－ 34 －

調査と同一であった。

　モンゴルは北側がロシア、南側が中国という２つの大国に囲まれているため、多数の

ヨード化塩が輸入されている。このため、県レベルで流通しているヨード化塩中のヨー

ド量を測定したいとの要望に応え、各県に対し滴定法による測定法トレーニングを2000

年末に実施した。その際、測定に必要な機材も供与した。その後、精度管理を実施し、

不良な結果の県には改めて測定法のトレーニングを課し、最終的には全県ほぼ良好な測

定法技術の定着をみることができた。

２）ヨード化塩普及

　首都以外で妊娠可能年齢の女性を対象としたヨード欠乏症とヨード化塩に関する意識調査

をフォーカスグループディスカッションで複数回実施した。この結果、「ヨード化塩」とい

う言葉はよく知られており、ヨード化塩を使用したいと考えている人がほとんどであった。

使用しない理由は高価であるので余裕のあるときにしか購入しない、使い慣れた自然塩のほ

うがよい、などであった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　聞き取り調査の結果も同様であり、かつ一部に｢ヨード化塩は健康によいから多く摂るよ

うにしている｣「ヨード化塩は自然塩より塩味が少ないから多く使う」という誤った理解や認

識が判明した。以上の結果から、正しい知識を広め、ヨード化塩使用を推進するために健康

教育用教材を開発し、広報啓蒙活動を継続実施することとなった。教材は単なる配布にとど

まらず、人による各地の健康教育活動で配布、活用した。これらの活動により多くの国民が

ヨード化塩について理解を深めた。

①セミナー活動

表－５　健康教育用教材と広報啓蒙活動リスト

種　類

リーフレット

カレンダー

ハンドブック

ステッカー

ポスター

IDD

ロゴ入りノート

作成年度

1998～ 1999年、

2001年

1998年、

1999～ 2002年

2000～ 2002年

1999年、

2000～ 2002年

2000～ 2002年

1999年

総部数

11万 7,500部

（６種類）

5,700部

（２種類）

4,500部

5万 1,200部

5,500部

4,700部

配布先

学校、県公衆衛生局、一般家

庭

中央各機関、県公衆衛生局、

学校ほか

学校ほか

ウブルハンガイ県ヨード化塩

販売促進用

学校、病院ほか

学校、病院ほか
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　1998年には首都の母親協会と看護協会のセミナーに参加し、IDDとヨード化塩に関す

る健康教育を行った。2000年には、各県の保健長、教育長、IDD担当官を集めてIDD実

態報告とヨード化塩普及のためのセミナーを開催した。このセミナーにおいて、教育長

から学校での IDD教育の必要性が強く訴えられたため、2001 年には小学校の児童と教

師を対象としたセミナーを開催した。このセミナーは県レベルで行われ、教師には、IDD

を学校でどのように教えるかをトレーニングし、また児童には、村レベルのヨード化塩

普及活動のボランティアとして活動してもらうことを依頼し快諾を得た。

　同年、自然塩のヨード化プログラムの開始が予定されている県の関係者を対象とした

セミナーとトレーニングを実施した。これらの参加者の地区にはドラム式ヨード化機械

（ガソリン型）が供与された。このトレーニングを開始して初めての夏（塩採取が可能

となる時期）が 2002 年であるため、トレーニングの成果は今後確認される。

②住人主導型ヨード化塩普及活動（スプレー式）

　地方においてヨード化塩の普及は進んでおらず、その理由として、ヨード化塩の高価

格と交通インフラの不備による流通量の不足が考えられる。そこで自然塩を産出しない

地域を対象として、家庭用スプレーを用いて塩をヨード化し安価で販売するプログラム

を計画し、1998年よりウブルハンガイ県の３つの村で住民主導型活動を開始した。この

用手法の安全性と確実性を検証し、村でIDD対策委員会を設立し、保健省と県庁へ登録

を申請し、保健省からヨード供与を受け、ボランティアを含む関係者に健康教育トレー

ニングを実施し、1999年８月よりスプレー式を技術移転した。塩購入資金も村で調達し

た。

　１年後のモニタリングでは、全体の30％の塩がヨード化され、村の中心地では90％以

上の普及が確認されたが、遠隔地での普及はいまだ進んでいないことが判明した。その

後は会計帳簿記入法、自然塩購入ルート、遠隔地へのヨード化塩販売方法のセミナーを

行い、回転資金方法（村内で資金を集め、それを回転して塩を購入する）を導入し、遠

種　類

Tシャツ

看　板

（空港～市内間）

アニメーション

テレビスポット放映

ラジオスポット放送

作成年度

2000～ 2001年

2001～ 2002年

2001～ 2002年

2001～ 2002年

2001～ 2002年

総部数

1,645枚

２枚

10分／28回放映

30秒／184回放映

２分／355回放送

配布先

ヨード化塩普及イベントス

タッフ着用、配布用

UNICEFと協同

2001～ 2002年に放映

2001～ 2002年に放映

2001～ 2002年に放送
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隔地への流通を促進し、2002年の調査では普及率は74％に上昇した。2002年にはスプ

レー式に代えて、ガソリンで運転されるドラム式ヨード化機械を導入した。

　このプログラムの経験を拡大することが検討され、県内のほかの村での展開を探った

ところ、IDDへのリスクが深刻でかつ同活動に意欲的な３つの村が選ばれ、調査が実施

された。その結果、これら新たな３つの村と県庁所在地でこの活動が2001年から開始さ

れている。新たに活動を開始した村でも、最初に活動した村同様、活動後すぐにヨード

化塩の使用率が飛躍的に伸び、この活動が住民のニーズに合致し、ヨード化塩使用率に

大きく貢献することが証明された。

３）ヨード化塩産業の育成と品質管理

　プロジェクト開始前にUNICEFから９つの製塩会社のほとんどにヨード化機械、粉砕機、

包装機のいずれかが配付されており、品質管理はUNICEFの指導で当時の農業工業省の部署

が製塩会社への外部評価を行っていた。当該プロジェクトではこれら既存製塩会社へは直接

支援は行わなかったが、首都で販売されているヨード化塩のヨード添加量を測定し、適正で

あることを確認した。

　さらに、2001年には自然塩を有する地域で直接ヨード化し販売するプログラムをUNICEF

と共同で支援し、関係者のトレーニングとドラム式ヨード化機械を供与した。ウブルハンガ

イ県での住民主導型ヨード化塩普及プログラムが導入されている７つの村にも機械が供与さ

れた。供与の総数は 2001 年で 20 台であった。前者の活動は 2002 年夏の自然塩採取後から

開始される予定である。

４）そのほかの補足活動

　適正なヨード欠乏症対策指針と対策推進を目的として、５か年の活動中にいくつかの調査

を実施し、その結果を保健省、UNCIEF、WHO、NGO へ報告した。塩分ヨード添加量は対

策開始当初、国民の塩分摂取量５ gから 50 ± 20ppmとされたが、塩分摂取量自体根拠がな

く、当プロジェクトで 1998 年に首都を含む５県で成人を対象とした尿検査により塩分摂取

量を推定した。妊婦で平均 14.6g、非妊婦で 12.6g、男性で 15.6g であった。

　この結果をまとめ、塩分ヨード添加量を30± 10ppmとすることを提言し、2000年に国家

基準センターで添加量の変更が行われた。

　モンゴルでは国内において採取される自然塩の流通が活発であり、特に地方へのヨード化

塩の輸送販売が少ない。ヨード化塩使用率を正確に把握する目的で情報を収集し、塩分摂取

量を国民平均 10g として試算したところ、1998 年の時点でヨード化塩使用率は約 43％と推

定された。これは2001年のUNICEFの試算による46％と差がなく、ヨード化塩普及が過去

数年停滞していることが指摘される。
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第４章　評価結果

４－１  評価５項目の評価結果　

４－１－１　EPI

（１）妥当性

１）上位目標の妥当性

　上位目標は、「モンゴルの母と子の健康が向上する」であったが、EPIが母子保健に与える

直接の影響としての関連性はあるものの、成果がみえるのは遠い将来であり、上位目標とい

うよりはスーパーゴールに等しく、計画内容はやや過大であった。そういった意味では、目

標設定は正確さに欠けていたと思われる。

２）プロジェクトの妥当性

　モンゴル政府はNational Health Action PlanにおいてEPIを課題の１つとしてあげている。

その点において目標はモンゴルの必要性に合致していた。また、1996年「感染症対策特別機

材供与」プログラムに引き続き始められた本プロジェクトは、単なる機材供与に終止せず、

継続的な機材の使用と技術レベルの向上をめざしたプロジェクト方式技術協力（プロ技）で

あり、ニーズに対する妥当性は高い。

３）プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）の妥当性

　本プロジェクトでは、討議議事録（R/D）時から本プロジェクトのマスタープランである

PDMが作成されており、５年間の協力期間の３年目（1999年）にPDMが修正される機会に

も恵まれたが、高すぎる「プロジェクト目標」や「成果」、具体的な「活動」のビジョンが

明確でないまま終了時評価を迎えることとなった。５年間の協力期間に対する終了時評価の

際にもコメントされていたことだが、プロジェクトの初期から実現可能なプロジェクト・サ

イクル・マネージメント（PCM）を導入すること、フレームワークを確認しながらプロジェ

クトを進行することが望まれる。また、R/D時に国際連合児童基金（UNICEF）、世界保健機

関（WHO）等の国際機関が参加し、ジョイント・コーディネーション・コミティが謳われて

いたにもかかわらず、マルチ・バイ協力が形骸化していった。このことから、各ドナーの役

割を明確にし、明文化する努力が必要であった。

（２）有効性

１）プロジェクト目標の達成度

　プロジェクト目標は「予防接種拡大計画（EPI）対象疾患の予防システムが強化される」

である。EPI 活動は①ワクチン接種、②コールドチェーン整備、③サーベイランス・システ

ムの強化の３項目から構成されていることにかんがみ、EPI 活動を支えるワクチン供給、
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コールドチェーン機材の整備、さらにEPIスタッフへの教育を中心としたサーベイランス活

動を改善したことで、プロジェクト目標の達成度は高いと判断される。

２）成果の達成がプロジェクト目標につながった度合い

　「成果１　ソム（町）・バグ（村）レベルでの予防接種率が向上する」のプロジェクト目標

への貢献。

　保健省が公表するEPI対象ワクチンカバー率は軒並み92～97％に達しており、2002年７

月にポリオ根絶委員会からポリオ根絶証明書を授与されることがWHO西太平洋地域委員会

（WPRO）経由で保健省に内示されている。これは、ポリオ根絶という世界的課題の達成で

あり、大きな成果の１つといえる。

　「成果２　EPI対象疾患に関するサーベイランスシステムが向上する」のプロジェクト目標

への貢献。

　カウンターパート（C/P）は精力的に調査活動を行う時期もあるが、国際機関の予算を獲

得してから計画を立てる傾向があり、定期的な評価調査（アクティブ・サーベイランス）を

実施していない。ポリオの急性弛緩麻痺（AFP）調査は年に１回の調査と散漫的かつ信頼性

に欠ける。このように、調査を行っても分析結果の質が低く、信頼できるほどのサーベイラ

ンス体制はまだ確立できていない。

　「成果３　コールドチェーン・ロジスティックスが向上する」のプロジェクト目標への貢

献。

　現状では供与機材は比較的よく管理されている。ただし、修理・メンテナンスの具体的な

計画はなく、維持管理能力は習得していない。

　「成果４　医療従事者の EPI に関する技術が向上する」のプロジェクト目標への貢献。

　ラボはポリオ、麻疹については明らかに能力が改善し、ポリオ、麻疹の検査手法は習得し

て、正確に検査・診断を行えるようになった。細菌検査は、基礎技術は習得したと思料する

が、疫学チームはあまり変わっていない。

　「成果５　EPIに関するモンゴル国民の意識・知識が向上する」のプロジェクト目標への貢

献。

　調査活動、教育活動、プロモーション活動はいずれも強化され拡大した。情報・教育・対

話（IEC）活動を計画、実施はするが、評価調査は実施していない。
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（３）効率性

　効率性とは、プロジェクトの実施過程における生産性のことであり、投入がどれだけ成果に

転換されたかを検討する。投入の種類、タイミング、質及び量はおおむね成果の達成に十分に

必要なものであった。投入カテゴリーごとの妥当性は以下のとおりである。

１）専門家派遣の効率性

　長期専門家は、プロジェクト開始後の２年２か月経過した後は派遣されていなかった。そ

のため、リーダーや調整員が兼任せざるをえず、業務の専門性から考えるとかなりの負担が

かかった。また短期専門家の活動を有機的に結合させることができず、プロジェクトに一貫

性を持たせることができなかった。このような問題はみられたものの、各専門家はそれぞれ

の専門分野の技術移転にとどまらず、モンゴル側の実情に合わせた用手法の検査方法の導入

についても指導・助言を行っており、各研究室の全体的な技術レベルの向上が図られた。

２）機材供与の効率性

　日本側からのプロ技供与機材、携行機材は質、量ともにほぼ適正であった。感染症対策特

別機材供与によって設立されたコールドチェーン・システムとの兼ね合いにかんがみても、

プロジェクト期間中の活動に必用な機材はほぼタイミングよく投入された。

３）研修員受入れの効率性

　計画どおりに C/P を受け入れ、タイミングも適正であった。

４）ローカルコスト負担の効率性

　現地業務費は中堅技術者養成対策費、啓発普及活動費など、予算の限られた保健省が活動

費を捻出できない現状に対し、効果的な活動推進のために必要不可欠なものであった。

５）C/P 配置の効率性

　C/P の人数、能力（学歴）はおおむね妥当であった。しかしながら、政権交代によって、

大半のC/Pがプロジェクト中間期に引き継ぎもそこそこで入れ替わり、また、選挙期間中は

C/P の稼働率が低下するなど、政治的影響を直接受けた。また、C/P がほかの国際機関の担

当も兼任するため、本プロジェクトへの専有稼働率はかなり低かった。

６）施設提供措置の効率性

　プロジェクトの担当省庁内において、プロジェクト事務所、あるいは実施機関にも出先の

専門家用の事務所が設置されたことはプロジェクトの効率性を高めた。

７）モンゴル側によるローカルコスト拠出の効率性

　人件費、施設費として20億 5,000 万トゥグリグ（Tg）が拠出された。しかしながら、実際

のプロジェクト活動への支出は限られ、ほかの国際機関からの資金援助が確保されて初めて

活動費を捻出するため、タイミングは必ずしもよくはなかった。
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（４）インパクト

　プロジェクトの成果が達成されたことにより、プロジェクト目標以外に得られた正のインパ

クトとして、IEC 活動におけるメディア活用で JICA の知名度が向上したこと、ラボ等におけ

る専門家による用手法開発が一部技術者らに、自主的検査手法の見直しの動機を与えたことな

どがあげられる。負のインパクトは、特に確認されていないが、継続的なワクチン供与がモン

ゴル側にとって「あたり前」の気運を生じさせ、ワクチン生産の自助努力性を低下させている

とのプロジェクト・チームの所感があった。

（５）自立発展性

１）組織・制度的側面

　保健省とCDDRは、それぞれ保健行政と専門実施機関として、組織体制及び協力態勢が、

整っている。疫学・臨床・ラボを効率的に関連させるとすれば、C/P を施設長あるいは EPI

マネージャーとして、技術移転すべきであり、下位の担当者をC/Pにしたことはプロジェク

ト全体の今後の進行にかんがみると適していなかったが、派遣専門家の人的資源不足を考え

れば、具体的な活動を実施する担当者としては適任であったのではないかと思われる。

２）財政的側面

　EPI予算に占めるモンゴル政府の支出の割合はプロジェクト開始当初から終了に至るまで

一貫して低く、予算総額はすべてドナーの援助資金に依存しており、ドナーの援助動向に左

右されている。本プロジェクト終了後、ワクチン供与に限っては継続の可能性も高いが、今

後、最大支援を行っている JICA が抜けると予算が激減することは自明の理である。将来に

向けての他ドナーの模索もしくは自主財源創出の工夫も検討されるべきである。その兆しと

して、「Immunization Fund」が設立された。モンゴルにおいてワクチン接種の問題点は、ワ

クチン自身の供給に加えて、接種のためのアクセスに経費がかかる点であり、モンゴル側か

らは、解決策として、３種混合から４種混合ワクチンにしたいとの要望がだされた。

３）技術的側面

　現在、投入された施設機材、人材及び技術移転をうけた人材はほぼ有効に活用されている

ものの、大学教育の内容の立ち遅れ、習得技術の独占、政権変動に伴う人事異動、プライベー

ト・セクターへの人材流出といった課題もある。公務員は休暇も長く、技術移転のさらなる

拡大は時間がかかるとみられる。

（６）阻害・貢献要因の総合的検証　

１）阻害要因

a．計画内容に関するもの
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①プロジェクトの計画性

　PCMを用いた計画の策定において、「プロジェクト目標」や「成果」も具体性に欠

け、実際にどのような状態になったら目標が達成されることになるのか、プロジェク

ト関係者の間での共通認識に欠けていた部分もみられた。したがって、計画の不透明

さが計画の効率性を阻害した。

②C/P の選定

　行政機関のC/Pは保健省の人材不足から、C/Pが他国際機関のC/Pも兼任し、本プロ

ジェクトへの専有度が低下したため、効率性を阻害した。一方、実施機関はモンゴル

側の肥大した組織構成により、業務の細分化及び重複で担当者が多くなり、一貫した

実施に繋がりにくかった。

b．実施プロセスに関するもの

　専門家の派遣

　専門家の派遣期間の投入タイミング、派遣期間は日本側のリクルートに問題がある

ためだが、短期間でのプロジェクト活動で短期専門家からの技術移転が十分に行われ

るためには、専門家の明確な課題と現場の準備が必要である。しかしながら、プロジェ

クト関係者及びモンゴル側との十分な共通認識が協議されておらず、プロジェクト活

動の効率性において阻害要因となった。

２）貢献要因

　実施プロセスに関するもの

　ほかの国際機関（WHO、UNICEF）との連携により、重複なく広報活動、ラボ教育な

ど EPI 活動を相互に補足して実施したため、全体のカバー率を上げることができた。

４－１－２　IDD 制圧プログラム

（１）妥当性

１）上位目標の妥当性

　上位目標は、「モンゴルの母と子の健康が向上する」であったが、IDD制圧プログラムが母

子保健に与える直接の影響としての関連性はあるものの、成果がみえるのは遠い将来であ

り、上位目標というよりはスーパーゴールに等しく、計画内容はやや過大であった。この意

味では、目標設定は正確さに欠けていた。

２）プロジェクトの妥当性

　モンゴル政府は National Health Action Plan において IDD 制圧プログラムを課題の１つと

してあげている。その点において目標はモンゴルの必要性に合致していた。1992 年の保健

省・UNICEF による「全国甲状腺調査」から児童と妊娠可能年齢の女性に甲状腺肥大が多く
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みられ、ヨード欠乏由来と見受けられる小児の知能発達障害等の発症から、ヨード化塩普及

などによるIDD対策が急がれていた。これにより、本プロジェクトは単なる機材供与に終わ

らせず、継続的な機材の使用と技術レベルの向上をめざしたプロ技として、ニーズに対する

妥当性は高い。

３）PDM の妥当性

　１つのプロジェクトが５年間という期間で活動するにはアウトプットは多岐にわたってい

た。実施機関の担当者はおおむね理解していたと思うが、保健省担当者は、UNICEF、WHO

等の援助機関のように、資金援助のみで活動内容に口を出さない援助を一番に希望していた

ように感じられた。また、R/D 時に UNICEF、WHO 等の国際機関が参加し、JCC が謳われ

ていたにもかかわらず、マルチ・バイ協力が形骸化されていった。このことから、各ドナー

の役割を明確にし、明文化する努力が必要であった。

（２）有効性

１）プロジェクト目標の達成度

　各指標の達成状況から、プロジェクト目標は「IDDを制圧する」であり、全国レベルでは

ないが、プロジェクトサイトであったウブルハンガイ県をはじめとして、活動を展開した地

域の成果が達成されたことで、形式的にはプロジェクト目標の達成度は高いと判断される。

２）成果の達成がプロジェクト目標につながった度合い

　「成果１　IDD制圧のためのモニタリング・システムが確立される」のプロジェクト目標へ

の貢献。

　甲状腺腫、ヨード化塩使用率については調査分析が可能となった。尿中ヨード量につい

て、検査室での検査は可能であるが、その結果を分析するには指導を要する。

　「成果２　プロジェクトサイトの製塩工場における適正なヨード添加塩を製造する」のプロ

ジェクト目標への貢献。

　ドナー側のミーティングで、この分野は主に食糧農牧省とUNICEFが中心になって行うと

いうことになったため、JICAは補助的な役割であった。JICAの貢献としては、ヨード化塩

の品質管理のためのラボの整備、ヨード化塩製造機の供与、機械取り扱いトレーニングの開

催などである。これとは別に、JICA独自でウブルハンガイ県において実施したヨード化塩製

造・販売活動については、目標を達成したといえるだろう。ウブルハンガイ県の 19 ソムの

うち、まだ７か所でしか行われていないため、全体的にみるとインパクトは小さいが、確実

に成果が上がってきている。
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　「成果３　プロジェクトサイトにおけるヨード化塩が普及する」のプロジェクト目標への貢

献。

　ヨード化塩が導入時から人々に受け入れられたウランバートルではヨード化塩使用率は

1996年と同様に2002年は82％であった。プロジェクトサイトであるウブルハンガイ県全体

での地域ヨード化塩プログラムを導入した３つの村において 14 ～ 74％へ増加したことか

ら、狭義の活動拠点における成果は十分に達せられたと判断される。

　「成果４　国民のヨード添加塩使用の重要性に関する知識・態度・行動（KAP）が増加す

る」のプロジェクト目標への貢献。

　ヨード添加塩使用の重要性に関する知識は得られているが、購買までの行動は浸透してい

ないという点で、達成度は中程度であった。啓発活動を始めて２年あまりであることから、

その結果を得るためにはもっと十分な時間が必要であると思われる。短期間での達成度とし

ては高いと判断できる。

（３）効率性

１）専門家派遣の効率性

　EPI 長期専門家の不在により、IDD担当が主な目的であったチーフ・アドバイザーの実務

が分散したため、目標がもう少し絞られる、あるいは、IDDでの長期専門家が１人は調査、

１人は広報普及というように、分野別にもう１人いるのであれば、継続効果が得られた。こ

のような問題はみられたものの、各専門家はそれぞれの専門分野の技術移転にとどまらず、

モンゴル側の実情に合わせた用手法の検査方法の導入についても指導・助言を行っており、

各研究室の全体的な技術レベルの向上が図られた。

２）機材供与の効率性

　日本側からのプロ技供与機材の品目、数量、金額及びその管理状況は適正であった。

３）研修員受入れの効率性

　計画どおりに C/P を受け入れ、タイミングも適正であった。

４）ローカルコスト負担の効率性

　現地業務費は中堅技術者養成対策費、啓蒙普及活動費など、予算の限られた保健省が活動

費を捻出できない現状に対し、効果的な活動推進のために必要不可欠なものであった。

５）C/P 配置の効率性

　C/P の人数、能力（学歴）はおおむね妥当であった。しかしながら、政権交代によって、

大半のC/Pがプロジェクト中間期に引き継ぎもそこそこで入れ替わり、また、選挙期間中は

C/P の稼働率が低下するなど、政治的影響を直接受けた。また、C/P がほかの国際機関の担
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当も兼任するため、本プロジェクトへの専有稼働率はかなり低かった。

６）施設提供措置の効率性

　プロジェクトの担当省庁内にプロジェクト事務所を、また実施機関にも出先の専門家用の

事務所を設置したことにより、プロジェクトの効率性をより一層高めた。

７）モンゴル側によるローカルコスト拠出の効率性

　人件費、施設費として 5,194 万 Tg が拠出された。しかしながら、実際のプロジェクト活

動への支出が限られており、ほかの国際機関からの援助資金が確保されてはじめて活動費を

捻出するため、ローカルコスト拠出のタイミングは必ずしもよくはなかった。

（４）インパクト

　プロジェクトの成果が達成されたことにより、プロジェクトの目標以外に得られた正のイン

パクトとして、IEC 活動におけるメディア活用で JICA の知名度が向上したこと及びラボ等に

おける専門家による用手法開発が一部技術者らに、自主的検査手法の見直しの動機を与えたこ

となどがあげられる。

　また、子供向けハンドブックがUNICEFより賞賛されるなど、予想以上に他機関からの関心

と協力が得られた。

　負のインパクトとしては、ロシアなど近隣諸国からのヨード化塩が安価に輸入されるため、

製塩工場が適正なヨード添加塩を製造するうえで国内生産の促進が抑えられる傾向にあったこ

となどである。

（５）自立発展性

１）組織・制度的側面

　保健省と国立公衆衛生研究所（PHI）は、それぞれ保健行政と専門実施機関として、組織

体制及び協力態勢が整っている。しかしながら、人口の少ないモンゴルにおいて、人材の確

保は極めて難しい。公務員の給料が安いこと、国際機関と組むことにより臨時収入が入ると

いう２つの理由から、違う国際機関の同じ分野においてC/Pが重複することが多い。また、

当実施機関においては勤務時間の拘束がないこと、年間休暇が１か月半ほどあることから、

計画の枠組みが構築されていないと底の浅い活動に陥る可能性があることが懸念される。

２）財政的側面

　モンゴル政府は恒常的に資金不足であるため、他ドナーからの援助資金に依存する率が極

めて高い。しかしながら、IDD制圧プログラム自身、高額な資金を必要としないため、細く

ても継続的な活動をするのであれば、財政面での大きな問題はないと思われる。
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３）技術的側面

　C/P は分析検査手法を習得し、独自で正確な検査・診断を行えるようになったため、信頼

できるサーベイランス体制はある程度確立したといえるだろう。しかし、既存の手法を踏襲

するうえでは問題ないが、計画よりも資金重複でIEC活動を行っているため、自発的に新た

にアイデアを出して、一連の IEC活動、計画、実施、評価できるようにはなっていない。ま

た、診断においては問題はないが、検査器機・エコーなどの高価な供与機材が故障した場合

の修理については技術的問題が残っている。

（６）阻害・貢献要因の総合的検証　

１）阻害要因

①計画内容に関するもの

　当該プロジェクトは国際協力が開始されて間もないモンゴルにおいて初めての医療プ

ロジェクトである。しかしながら、医療のみならず、政策、文化、環境等の情報が不足

しており、かつ政府や関係省の運営管理状況についても十分に理解できない時点での策

定であったため、計画立案には多少の問題があった。プロジェクトの進行に伴って理解

が深まるにつれて、現状の予測が少ないままで、５年後には汎ヨード化塩政策が達成さ

れているという理想的状態を前提とした当初の計画（PDM0）の問題が出てきた。JICA

のプロジェクトでは専門家の数とスキーム上、全国における広報啓蒙活動や全製塩工場

を対象としたヨード化塩製造と品質管理、ヨード化塩の全国普及を PDMの活動と目標

にあげることは現状に全く合致しない。

②実施のプロセスに関するもの

　既に国際機関が入っているプログラムに参入した JICAプロジェクトは、その協力理

念と形態の差から常に国際機関の動向に配慮し、具体的活動を決定修正していった。

PDM成果項目に合致する活動を模索していたもののその具体的な活動はが十分ではな

かったと思われる。

２）貢献要因

　国際機関の協力スキームの多くが資金協力であり、当プロジェクトの協力スキームのみが

技術協力であったため、相手側の理解を得るのが困難であった。しかしながら、実施機関の

スタッフが手探り状態ながらも、プロジェクトの進行に努力したことは大きな貢献要因で

あったといえるだろう。



－ 46 －

４－２  結　論

４－２－１　EPI

　現代の感染症対策は、予防接種によって予防可能な疾患について、特定地区だけがワクチンの

接種率を向上させる努力をするだけでは十分ではなく、地球的規模で行うことが要求されてい

る。プロジェクトの個々の成果を十分に評価できない要因として、EPI 活動に対し、焦点が絞ら

れていなかったことが、あげられる。一方、モンゴル側も根源的に自国予算においてEPI事業を

カバーすることができない。将来カバーできる見通しもない。したがって、一定の成果はあるも

のの、本プロジェクトが同形態であるならば、モンゴル側が自立発展性をもって継続できるよう

な技術協力にするには困難なプロジェクトであったと考えられる。

４－２－２　IDD 制圧プログラム

　IDD制圧プログラムは、活動規模を考慮すると、モンゴルといった広大な国土と脆弱なインフ

ラ整備のなかで全国展開するには、５年間という活動期間で成果を得られるようなプロジェクト

ではない。EPI 活動と同様、焦点が絞られていなかったことが、プロジェクトの個々の成果を十

分に評価できない要因となったと考えられる。EPIに比較して、実施内容が複雑ではないことか

ら、モンゴル側が自立発展性をもって継続できる可能性はいくらか高いものの、プロジェクトの

効率性においては EPI と同様であった。
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第５章　提言と教訓

５－１  提　言　

（１）EPI

１）ワクチン供給

　モンゴルはワクチン供給に関し、大部分を JICA の援助に依存してきた。モンゴル保健省は

プロジェクト終了を見据え、自らワクチンファンドを創設するなど、他のドナーへのアプロー

チも行っている。EPI対象疾患はワクチン接種により予防可能な疾患であり費用効果の面で優

れている。国際機関との連携のもと、ワクチンのサポートに関しては今後も引き継ぎ、検討す

べきであろう。

２）コールドチェーン・システムの維持

　モンゴルの広大な国土をカバーするべくコールドチェーンの普及が図られた。冷蔵庫、冷凍

庫、発電機などのメンテナンス体制の確立、財源の確保、再教育の実施といったプロジェクト

維持管理体制のフォローが必要である。ソム・バグレベルのインフラの脆弱、特に電力の供給

の問題は地域開発といった観点でセクターの枠組みを越え、今後のモンゴルへの協力の際に検

討すべきである。

３）中央と地方の情報伝達

　中央と地方において疫学情報の食い違いや報告を怠ったケースが散見された。保健省側はこ

の点を重視し、IT化によって問題を解決したい意向を持っている。それ以前に中央と地方のレ

ファラル・システムにおけるマネージメントの強化や、疫学統計の知識の強化に努めるべきで

ある。モンゴルでも Health Sector Reform が行われているとの情報があるが、今後中央と地方

の情報伝達における関係について整理する必要があろう。

（２）IDD 制圧プログラム

１）事前調査の重要性

　日本には存在しないIDDという健康障害及びその対策を熟知した専門家は日本にはいない。

プロジェクト形成時には長期の事前調査を行い、モンゴル側との十分な協議、計画を実施すべ

きであった。

２）国際機関との協同活動指導

　国際機関との協調がプロジェクトの運営に重要な位置を占めるという協力体制をこれまで経

験していない派遣専門家は、JICAプロジェクトに対してどのような対応をすべきか戸惑うこと

があった。開始前の協議で役割の明確化とともに、中間評価の調査団派遣時に具体的な調整が

行われる必要があった。
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３）供与機材調達の迅速化

　一部の機材・物品（例えば簡易ヨード量測定キットやドラム式ヨード化機械）は、日本国内

や現地調達はできないが、国際連合児童基金（UNICEF）をとおして安価に調達可能であるも

のについては申請を行った。しかしながら、調達不可能となったり現地到着が遅れたりして、

活動に支障をきたすことがあった。第三国機材調達に関して JICA本部での迅速で柔軟な対応

が期待される。

４）相手国への改善要求

　モンゴル保健省の栄養プログラム担当官による調整機能はまったく働いておらず、プロジェ

クトの進行において大きな障害となった。担当官が全協力機関による全体の活動の状況を把握

していないため、専門家自らが情報を集める必要があった。しかしながら、その情報収集が十

分ではなく、機関間の活動にも重複がみられた。また、モンゴル政府がIDD対策活動予算を付

けていないことも同様に重大な障害となった。これらはプロジェクトの活動実施上の根源的問

題点であり５年間改善されなかった事柄であった。事前調査時にモンゴル大蔵省との協議、中

間調査時点での保健省担当者の変更申し入れ（UNICEF は担当者を変更した）を行うべきで

あった。

５－２  教　訓

（１）EPI

１）サーベイランスにおける EPI 長期専門家の欠如

　日本では人的供給源が限定されている。EPI専門家の確保が困難であるならば、JICAの集団

コースなど事前のトレーニングを通じて派遣すべきである。

２）日本側の EPI フレームワークの理解不足

　世界保健機関（WHO）を中心とした国際機関と連携したEPI活動はポリオ根絶計画、麻疹コ

ントロール・プログラムを柱に進んでいる。EPI に関する戦略、情報は日本ではWHOと関連

のある限られた機関でしか入手困難である。しかしEPI協力を柱にする以上、活動フレームの

理解は必要不可欠である。一方では標準化された活動内容であり、技術協力というより政策支

援の意味合いが強い。

　技術協力として日本側がインプットするならEPIフレームに沿った形、すなわち①アクティ

ブ・サーベイランス、疫学統計を通したサーベイランスの質の向上、②ワクチンの在庫管理、

③実験室診断技術、が考えられる。

　特に①は専門家確保の問題、カウンターパート（C/P）研修先の問題を含めてデザイン段階

で考慮すべきであった。

　またEPIには現地ではさまざまなドナーが関係するため、JICA側が調整し、デザイン段階で
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WHO、UNICEF など主たる他ドナーとの協力関係を明確にしておくべきであった。

残念ながら、本件においてプロジェクトのデザインから実施のプロセスにおいて核となって

EPI活動を運営していく体制があったとはいいがたく、赴任専門家任せであるように見受けら

れた。

　プロジェクトのアウトカムであるEPI関連疾患患者数の罹患率の減少、ワクチン接種率の向

上など、数値的には成功であるといえるが、その数値の質の評価は十分なされていなかった。

プロジェクト・デザイン、運営管理について JICA 側のマネージメントに期待する。

３）日本モンゴル間のコミュニケーション

　モンゴル側はプロジェクト開始以前よりWHOを中心としたEPI専門家とのコンタクト、情

報のチャンネルを持っていた。モンゴル国内でEPI活動を展開するうえでの問題点を把握し、

日本に対する協力の具体的内容を認識していたが、逆に日本側はEPIのフレームに対する理解

が不足気味だった。またモンゴル側にはJICAの援助スキームの理解が十分でないと考えられ、

その結果、双方でコミュニケーションが図られない状況になった。さらに日本語通訳を介した

コミュニケーションではモンゴル語・日本語間では専門用語（技術用語）について翻訳（意味

の定義）が確立していないことも手伝ってコミュニケーションが困難な場合がしばし見受けら

れた。

４）プロジェクト方式技術協力への理解度

　JICAのプロジェクト方式技術協力（プロ技）についてモンゴル側に誤解があった。既にモン

ゴル側へ協力していたほかの国際機関、ドナーと JICA の援助スタイルの違いについて整理し

てから、モンゴル側と調整したうえでプロジェクトを開始するべきであった。

５）旧ソビエト型保健医療システムの研究及びシステム分析

　プロジェクト協力期間中にしばしばコミュニケーションの問題が生じたが、その原因の１つ

はモンゴルと日本では互いの医療システムが異なっていることである。モンゴルは旧ソビエト

が構築した家庭医制度がプライマリ・ヘルス・ケア（PHC）の基盤となっている。ソム、バグ

の家庭医からアイマグセンター、そして中央の病院というレファラルシステムだが、財源、人

材など詳細な保健医療システムの分析を行ったうえで今後の保健医療協力の参考にすべきであ

ろう。この分析は旧コメコン体制諸国への援助の際に役立つと考えられる。

６）人材開発

　教育システムの検証が必要である。検査技師、研究者、医師などの職種はいずれも旧ソビエ

ト教育システムの中で育成されており、そこで習得した知識は豊富だが応用問題の訓練が十分

でなく実情にそぐわない印象を受けた。人材開発の問題は保健医療セクターのみならず、今後

モンゴルで協力するにあたり十分検討すべきである。



－ 50 －

７）地域開発

　水道、下水道、電力供給、通信、道路、暖房システムといった設備は質の高い保健医療サー

ビスを提供するうえで重要な要素である。モンゴルではこうしたインフラが老朽化し、プロ

ジェクト活動中の阻害要因の１つでもあった。また医学教育システムについても改善の余地が

ある。こうした問題は個別に対応するのではなく、ほかのセクターとの兼ね合いで総合的に検

討されるべきである。

（２）IDD 制圧プログラム

１） プロジェクトの計画段階におけるフレーム確認

　国際機関が既に参入しているプログラムは開始前に、これら機関とJICAの根本姿勢と人的・

機材的導入の差異を明確にし、計画の実施に関する具体的なすみ分けを被援助国側とともに協

議し文章化する作業を実施することが必須である。この作業は討議議事録（R/D）締結前に十

分な時間を取り、かつこの作業に精通した者と医療対策の専門家が担当することが必要であ

る。プロジェクト計画を立案する者とプロジェクトを実施する者は同一ではなく、かつ後者は

複数名になることから、合意事項を明文化しておくことが重要である。

２）プロジェクトのモニタリング

　提言において述べたとおり、日本側が特定の健康障害に係るノウハウを専門家と有しない場

合、事前の詳細な調査・計画、プロジェクト進行中の調査団による具体的で強力な指導と計画

の修正、専門家による派遣中の全体計画に係る進行確認、に特段の留意をすることが不可欠で

ある。

３）プロ技への理解度

　JICAのプロ技のスキーム自体は、ほかの協力機関に比べ、客観的にみて最も効率的、効果的

であるといえる。また、専門家が現地に常駐しているため、相手側との信頼関係も築くことが

でき、相手側のニーズ、能力なども的確に把握することができる。したがって、事前調査に十

分な時間をあて、プロジェクト開始後も適切なインプットを行い、柔軟な対応が可能であれ

ば、さらに効果的な活動ができると期待される。
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